
45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本計画（案） 

  



46 

 

  



47 

 

１．基本計画とは 

 

基本計画は、基本構想に位置づけた 7つの柱を、さらに部局ごとに施策として整理し、現状、

課題、市民生活の目標像、取組方針などをとりまとめたものです。 

桜井市では、持続可能な開発目標（SDGｓ）の達成を目指し、17のゴールとの関係性を意識

しながら、各種施策に取り組みます。 

 

 

 

 

※持続可能な開発目標（SDGs）とは、平成13年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継として、平成27年9月の国

連サミットで採択された「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」にて記載された平成28年から令和12年までの国際目標。 
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■施策と SDGｓの 17 のゴールの対応表 

 
施策番号 施策名 SDGs の 17 のゴールとの対応 

持
続
可
能
な 

行
財
政
運
営 

地域経営-１ 協働の推進・地域活動の支援 17 

地域経営-２ 情報共有の充実 17 

地域経営-３ 広域行政の推進 3,17 

地域経営-４ 行政経営の適正化 17 

地域経営-５ 効率的な行財政運営の推進 17 

桜
井
の
個
性
を 

活
か
し
た 

活
力
あ
る
ま
ち 

【
観
光
・
産
業
】 

１‐１ 観光の振興 8,12 

１‐２ 農林業の振興 2,8,9,12,15 

１‐３ 工業の振興 8,9,12 

１‐４ 商業の振興 8,12 

１‐５ 雇用・労務対策の充実 8,10 

健
や
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち 

【
健
康
・
福
祉
】 

２‐１ 健康づくりの充実 3 

２‐２ 地域福祉の充実 3 

２‐３ 障害者福祉の充実 3,8,10 

２‐４ 高齢者福祉の充実 3,8,10 

２‐５ 子育て支援の充実 1,3,5,8 

２‐６ 保育の充実 1,3,5,8 

２‐７ 地域医療体制の充実 3 

２‐８ 市民の生活支援の充実 1,3 

様
々
な
人
々
が
共
存
す
る
ま
ち

【
教
育
・
生
涯
学
習
・
交
流
】 

３‐１ 幼児教育の充実 4 

３‐２ 学校教育の充実 4 

３‐３ 生涯学習の推進 4 

３‐４ 生涯スポーツの推進 3,4 

３‐５ 地域教育の充実 4 

３‐６ 歴史文化の保全と活用 4,12 

３‐７ 人権文化の確立 5,10 

３‐８ 多文化共生の推進 5,10 

３‐９ 男女共同参画の推進 5,8,10 

環
境
共
生

の
ま
ち

【
環
境
】 

４‐１ 環境教育・活動の推進 12,13,15 

４‐２ 循環型社会の創出 6,7,11,12,15 

心
豊
か
に
暮
ら
せ
る
ま
ち
【
都

市
】 

５‐１ 土地利用の最適化 11 

５‐２ 交通基盤整備の促進 9,11 

５‐３ 市内の移動の円滑化 9,11 

５‐４ 住環境・空き家対策の推進 9,11 

５‐５ 景観の保全と活用 11 

５‐６ 都市環境の向上 9,11 

５‐７ 上水道の安定経営 6 

５‐８ 生活排水の適正な処理 6 

 

安
全
・
安
心
に
暮

ら
せ
る
ま
ち
【
安

全
・
安
心
】 

６‐１ 災害対策の充実 11,13 

６‐２ 防災体制の充実 11,13 

６‐３ 交通安全対策の推進 11,16 

６‐４ 防犯体制の充実 11,16 

６‐５ 消防力の充実強化 11,13 
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２．基本計画 

持続可能な行財政運営 

 担当部 市民生活部 

施策番号 地域経営１ 施策名 協働の推進・地域活動の支援 主担当課 市民協働課 

関連組織 秘書課、総務課、商工振興課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 第174回国会における内閣総理大臣施政方針演説にお

いて、市民や NPO が身近な課題を解決するため活躍して

おり、その担い手を拡大する社会制度のあり方の提案を行

うことを表明した。 

第 174 回国会における内閣総理大臣

施政方針演説（平成 22 年 1 月 29

日） 

県の動向 奈良県協働推進指針において、目指す社会像や協働の

概念、進め方などを示している。 

奈良県協働推進指針の策定（平成

22年 3月） 

市の動向 桜井市協働推進指針を策定し、この指針に基づいて桜井

市の協働のまちづくりを進めている。 

桜井市協働推進指針の策定（平成

24年 4月） 

現状  協働推進指針を策定・周知することで、市民と行政で協働の考え方の共有を図っている。 

 協働推進会議を設置し、協働に関する施策の検討を進めている。 

 庁内協働推進会議の設置、桜井市協働推進ハンドブックの作成により、職員の協働に対する理解

を深め、協働の取組を推進している。 

 市民活動交流拠点の設置、協働推進補助金制度などの事業により、市民活動団体を支援してい

る。 

 自治連合会や集会所改修等への補助金の交付、自治会活動保険への加入などにより、自治会活

動の支援を行っている。 

課題  市民と行政が協働に関する考え方を共有し、ともに理解を深める必要がある。 

 自治会役員の高齢化が進み、役員等の担い手が少なくなり固定化している。また、若者世代の共働

きが増え、自治会活動に参加できない人が多くなりつつある。 

市民生活の

目標像 
市民と行政が適切な役割分担のもとに協力し合って、より良い地域づくりに取り組んでいる 

取組方針  協働の考え方を市民と行政で共有し、周知することで協働の機運を醸成する。 

 市民と行政が互いの立場を理解し、信頼しあえる対等なパートナーシップを構築する。 

 市民同士が信頼しあい、協力して暮らせる地域をつくるために、自治会と行政の連携を強化するととも

に、市民活動団体の交流を促進する。また、自治会や市民活動団体に対する支援を行う。 

 自治会と行政が共に情報共有し、研修会や講演会を通して地域づくりを支援する。 
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持続可能な行財政運営 
 担当部 総務部 

施策番号 地域経営２ 施策名 情報共有の充実 主担当課 総務課 

関連組織 議事課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 官民データ活用推進基本法において、インターネットその

他高度情報通信ネットワークを通じて流通する多様で

大量の情報を、適正かつ効率的に活用することにより、

急速な少子高齢化の進展への対応等、直面する課題

の解決に向け、国、地方公共団体及び事業者は協力

するよう努めるように位置づけられている。 

官民データ活用推進基本法（平成

28年法律第 103 号） 

県の動向 奈良県電子自治体推進協議会において研修会や研

究会を催し、市町村への国の動向の説明や情報提供を

行っている。 

奈良県電子自治体推進協議会設立

趣旨及び会則（平成16年10月19

日施行） 

奈良県の第 3 次情報システム最適化計画において、

「業務効率化向上（働き方改革支援）」「情報セキュ

リティ・災害対策」「官民データ活用の推進」「IT ガバナン

スの強化」「コスト適正化」を掲げている。 

奈良県第 3 次情報システム最適化計

画書（平成 31年 3月策定） 

市の動向 行政の情報化及び情報セキュリティ対策を総合的かつ

効率的に推進し、市民サービスの向上を図るとともに、

増大する情報資産への脅威に的確に対応するため、桜

井市情報化推進委員会を設置している。 

桜井市情報化推進委員会規程 

（平成 14年 6月 1日施行） 

現状  ツイッターを活用し、広報紙やホームページとは違った視点での情報発信をしている。 

 市ホームページ上で議会中継を行い、市民に開かれた議会を実施している。 

 市公式 SNS（ツイッター）の充実を図るため、操作研修及びセキュリティ研修を実施している。 

 既存システムや規程類でのセキュリティ対策を講じている。 

課題  ツイッター以外の SNS の活用による情報発信の強化が必要である。 

 広報紙への意見やホームページの問い合わせフォームを利用し、市民が必要としている情報の把

握と、災害時等における素早い情報提供を行うため、内容に応じた職員の情報提供能力の向

上と、情報発信を行うための行政内部の取り組み体制の整備が必要である。 

 ホームページの体系管理を実施し、より情報を取得しやすい環境への更新が必要である。 

 ホームページ上で議会を視聴できることの広報活動の強化が必要である。 

 既存システムや規程類の定期・随時の更新が必要である。 

市民生活

の目標像 
市民や行政が多様な情報手段を有効に活用し、情報の受発信を積極的に行っている 

取組方針  居住地や年齢、障害等の有無などによる情報格差の解消のためデジタル情報を利用しやすい環

境を整える。 

 広報紙等多様な情報交流・発信（又は提供）手段を効果的に活用し、貴重な歴史情報な

ど、市の特性を理解するための情報をはじめ、市民が生活の中で求めている情報の把握に努め、

市民に関心を持ってもらえる情報を提供する。 

 デジタル情報技術についてはその双方向性を活用し、行政情報等の積極的な提供・防災情報

等の発信・提供とともに、行政と住民相互の情報の受発信の促進を図る。 

 市役所で保管している住民情報をはじめとした情報資産について、適正な情報セキュリティ対策

を講じ、かつ職員の利便性の向上や、効率化が一層図れるシステムや体制を整える。 

 議会の映像を配信することにより、就労等で傍聴に来られない市民にも視聴してもらうことで、議

会の役割や重要性などの理解や関心を高め、より開かれた議会の実現を図る。 
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 市役所で所有する公開可能なデータを 2 次利用できるものとしてホームページ上に公開し、事業

者等がそれを活用することによって地域の活性化や課題解決等を図る。 
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持続可能な行財政運営 

 担当部 市長公室 

施策番号 地域経営３ 施策名 広域行政の推進 主担当課 行政経営課 

関連組織 秘書課、環境総務課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 今後見込まれる人口減少・少子高齢化社会に対応す

るため、個々の市町村が行政のフルセット主義から脱却

し、圏域単位での行政を標準とすることや、市町村間の

連携を促進する法律上の枠組み構築の必要性を指摘

している。 

従来の都道府県と市町村の行政の二層制を柔軟化

し、共通の行政基盤の構築や垣根を越えた職員の活用

を提唱している。 

自治体戦略 2040 構想研究会第 2

次 

報告（平成 30年 7月 3日） 

県の動向 県及び県内市町村が連携して、行政の効率化や地域

の活力の維持と向上を図ることで、地域にとって最適な

地方行政の仕組みの構築を目指す、奈良モデルの取組

を推進している。 

奈良モデルのあり方検討委員会報告

書 

（平成 29年 3月） 

市の動向 奈良モデルの取組として、まちづくり・医療・消防等の各

分野において、奈良県や他市町村との連携を進めてい

る。 

奈良モデルのあり方検討委員会報告

書 

（平成 29年 3月） 

桜井宇陀広域連合を4市村で構成し、連携して介護・

障害認定等の事務や、域内活性化のための各種事業

を行っている。 

桜井宇陀広域連合規約 

現状  県とまちづくり連携協定を締結し、補助金を活用しつつ、5つの地域においてまちづくりの動きを進

めている。 

 ごみ処理の広域化に向けて検討を行っている。 

 奈良県広域消防組合に加入し、段階的に消防力の強化を進めている。 

 3市 3町3村により東和医療圏を構成し、高齢化社会の到来に対応するための医療体制を構

築している。 

 国民健康保険の県単一化に参画することにより、財源の安定と事務の効率化に取り組んでい

る。 

 県が提唱する上水道事業一体化構想の実現に向け、経営統合とその後の事業統合に向け、

県及び参加市町村と協議を行っている。 

課題  国内外からの観光客誘致のため、県及び県の南北軸と東西軸に沿った周辺市町村と一層連携

を強化し、観光ルートの設定や体験メニューの開拓を行う必要がある。 

 ごみ処理広域化について、今後の方向性を打ち出す必要がある。 

 現在奈良モデルとして、県及び県内市町村と連携して取組を進めている各種事業については、

PDCA サイクルに基づく厳密な効果検証を行うことが求められる。 

 住民ニーズが多様化・複雑化する中にあって、行政区域を越えた共通課題を効率的に解決する

ため、周辺市町村との広域連携の重要性が一層高まっている。 

市民生活

の目標像 
周辺市町村と連携して事務の効率化を進め、住民ニーズや地域の課題にも的確かつ柔軟に対応

する 
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取組方針 
 既に取り組んでいる県及び県内市町村との広域連携事業については、その連携を深化させるとと

もに、新たな事業についても、積極的に連携の可能性を模索していく。 

 単独の自治体による行政のフルセット主義から脱却し、周辺市町村との連携による事務の共同

処理と公共施設の相互利用を図る。 
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持続可能な行財政運営 

 担当部 市長公室 

施策番号 地域経営４ 施策名 行政経営の適正化 主担当課 行政経営課 

関連組織 秘書課、総務課、議事課、選挙管理委員会事務局 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 今後見込まれる人口減少・少子高齢化により、若年労

働力の絶対量が不足することに加え、経営資源も大幅

に制約されることを見越して、既存の行政制度や業務を

大胆に再構築する必要があるとしている。 

自治体戦略 2040 構想研究会第 2

次 

報告（平成 30年 7月 3日） 

AI や RPA を導入することにより、AI 等によって処理でき

る事務作業は全てAI等に任せ、職員は職員でなければ

ならない業務に特化することが必要であるとしている。 

革新的ビッグデータ処理技術導入推進 

事業（総務省） 

県の動向 「組織マネジメント」の取組として、職員のテレワークや IT

の活用による業務の効率化等の働き方改革を積極的に

進めている。 

「県域マネジメント」の取組として、複数自治体の情報シ

ステムの集約と共同利用を推進するとともに、特に県内

の小規模市町村の広域連携を支援している。 

奈良県行政経営改革推進プログラム 

（平成 29年 3月公表） 

市の動向 多様化・複雑化する市民ニーズへの対応と、今後の職

員数の減少を見据えた、組織の改編に取り組んでいる。 

桜井市行政評価外部評価委員会基

本 

方針（平成 26年 8月） 

現状  行政内での事務事業評価並びに施策評価とともに、外部有識者による外部評価を毎年度実

施することにより、業務の適切な進行管理に努めている。 

 職員数の減少や新庁舎建設を踏まえ、組織の規模の適正化について検討を行っている。 

課題  AI や RPA の導入により、業務の効率化や行政手続きの簡素化を推進する必要がある。 

 将来的な人口減少やそれに伴う税収減が見込まれることから、各施策の成果を検証することで

優先度や重要度を明確にして、限られた行財政資源を有効に活用することが求められる。 

市民生活

の目標像 

組織の効率化や情報通信技術の活用により、社会情勢の変化や多様化する市民ニーズに的確に

対応している 

取組方針  人口減少・少子高齢化が進行する中で、限られた行財政資源を有効に活用するため、組織の

見直しとともに、施策の効果検証を適切に行うことにより、一層の事務事業の選択と集中を図

る。 
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持続可能な行財政運営 

 担当部 総務部 

施策番号 地域経営５ 施策名 効率的な行財政運営の推進 主担当課 財政課 

関連組織 行政経営課・総務課・税務課・出納課・監査委員事務局・市民課・人事課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 平成31年度地方財政計画における通常収支規模は

89 兆 5,900 億円程度（前年比 2 兆 7,000 億円

程度増）を計画している。 

同じく、主たる財源の地方税については、40 兆 1,633

億円（前年比7,339 億円増）を計画している。 

平成31年度 地方財政計画の概要

（平成 31年 2月） 

番号制度がはじまり、これまで国、都道府県、市町村

やそれぞれの機関等で保持していた住民情報の照会、

提供が情報連携ネットワークシステムの整備により迅速

かつ正確に行われるようになったことを受け、マイナンバー

やマイナンバーカードを利用したサービスの展開を進めて

いる。 

行政手続における特定の個人を識別

するための番号の利用等に関する法

律（平成25年法律第 27号） 

「働き方改革」を政府の重要な施策として位置づけ、多

様な働き方を可能とする社会を目指している。人口減

少による労働力の低下を解消する一つの手段としてテ

レワークや、AIをはじめとした人工知能のICT政策の推

進を進めている。 

働き方改革を推進するための関係法

律の整備に関する法律（平成 30 年

7月 6日公布） 

国においては、働く人々の健康保持増進と「ワーク・ライ

フ・バランス」を実現できるように、残業時間の上限を規

制し、「勤務間インターバル制度」の導入促進や長時間

労働の是正など、多様で柔軟な働き方の実現のための

働き方改革を推進している。 

働き方改革実行計画 

（平成29年3月 働き方改革実現

会議策定） 

県の動向 平成29年の地方自治法改定に伴い、令和2年4月

より、内部統制に関する方針の策定と体制の整備を行

った。 

平成 29 年地方自治法改定  

総務省「内部統制ガイドライン」（平

成 31年 3月 29日） 

市の動向 財政健全化と事務事業の一層の選択・集中を目的と

する「行財政改革アクションプラン」を策定し、取組を進

めている。 

桜井市行財政改革アクションプラン 

（令和元年～令和 5 年）（平成

30年 11月） 

政府のマイナンバーカード普及促進方針により、カードの

交付主体である市町村に対する要請を受け、交付体

制の整備や普及促進に努めている。 

マイナンバーカード交付円滑化計画

（令和元年 10月） 

新庁舎では、情報系ネットワーク接続のパソコンに対

し、無線 LAN を導入し、会議等に活用できるよう検討

している。 

平成 30 年度桜井市情報化推進委

員会会議（平成31年1月23日） 

令和2年4月1日より地方自治体の監査委員による

監査基準の策定・公表（リスクの識別と対応）を行っ

ている。 

総務省「監査基準案等」（平成 31

年 3月 29日） 

現状  平成 31 年度一般会計予算のうち市税は 62 億 151 万 2 千円（前年比 144 万 9 千円

増）と、横ばいに推移している。 

 歳入が伸び悩む一方、行政課題は増加している。 

 財政の硬直化を示す指標である経常収支比率が恒常的に高い。 

 公共施設等総合管理計画に基づき、公共施設再配置方針及び再配置方針アクションプラン
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を策定し、公共施設の見直しを行うとともに、方向性が決まっている施設の対策内容を示した

個別施設計画を策定中である。 

 住民の利便性の向上とともにマイナンバーカードの付加価値を上げるため、証明書のコンビニ交

付を開始したが、カードの交付率については、全国平均を下回っている。 

 内部システムのセキュリティ強靭化に取り組み、住民情報を取扱うネットワークとインターネット接

続ネットワークを切り離し、住民情報等の保護に努めている。 

 公金の支出等に関する市民の関心が高まっているため、公金出納事務をはじめとする会計事

務を適正、効率的に行うこと、また予算の適正かつ確実な執行を行うことが必要である。 

 働き方改革の一環として、時間外勤務の上限が労働基準法に規定されたことを受けて、職員

の時間外勤務を適正に管理している。また、「勤務間インターバル制度」を試行運用している

（令和元年度現在）。 

課題  人口減少等が見込まれるなか、市税収入額を維持するため、課税客体の把握、収納及び徴

収業務の強化とともに、自主財源確保のため、卑弥呼の里・桜井ふるさと寄附金の獲得を図

る必要がある。 

 限られた財源の中で市民サービスや課題の解決を図るために、中長期的な財政計画（見通

し）が必要である。 

 経常収支比率が恒常的に高く、行政課題への迅速・柔軟な対応が困難であるため、改善を

図る必要がある。 

 人口減少や少子高齢化社会が進行する中、公共施設の維持管理経費や更新費用が財政

に与える影響が大きく、また老朽化による危険性もある。 

 マイナンバーカード交付円滑化計画に基づき交付促進を図ることで、交付率は向上している

が、全国平均には及んでおらず交付体制を整備する必要がある。 

 今なお厳しい財政状況のもと、職員数の適正化により職員数が減少した中においては、市民

サービスの低下を招かないよう時代のニーズに対応できる職員の育成、業務の効率化を行う必

要がある。 

 職員の人材育成の取組として、各種研修の実施や人事評価制度を運用している。（令和元

年度現在）今後は一層拡充する必要がある。 

 職員の健康保持やワーク・ライフ・バランスの充実に向けて適切な健康管理を行う必要がある。 

市民生活

の目標像 

市民は、公平な負担のもとに税金が活用され、行税事務の改善・効率化を図ることにより、適切

な行政サービスを受けている 

取組方針  市民の税負担の公平性を確保するとともに、税金の効率的かつ効果的な活用と、ふるさと寄

附金の一層の確保に努める。 

 中期財政計画（財政見通し）に基づく事業の選択と財源の集中により、財政の健全化を図る。 

 予算編成、行財政改革、ファシリティマネジメントなどの推進により、経常収支比率の改善に取

り組んでいく。 

 将来の人口減少や財政見通し等を踏まえ、公共施設の総量縮減・最適化、有効活用、適

切な維持保全に、より一層取り組んでいく。 

 コンビニ交付のPRやマイナンバーカードの利便性について住民に周知することにより、カードの交

付率の向上を目指す。 

 行政が実施するすべての事業の目的や成果、優先度、進捗状況等を的確に分析し、情報化

の推進を図り、税金の適切な活用を行う。また、将来負担・財政リスクを踏まえた確実な計

画・公金支出に対する確実な審査、及び執行管理を行う。 

 すべての職員が、自分の所属部署に関わらず、市民に対して適切に対応できるように、専門知

識の習得や行政能力、接遇能力の向上などを図る。また、問題意識・改革意欲・チャレンジ

精神を持って職務に挑み、個々の能力が発揮できるような環境整備を行うことで、「市民の信

頼と満足が得られ、質の高い行政サービスを提供できる市役所」を目指す。 

 職員の心身の健康保持増進のための健康管理について見直しを図り、効率的かつ効果的な

健診を行うことで、職員の健康面でのサポートを行う。 
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分野：１．桜井の個性を活かした活力あるまち 【観光・産業】 

 担当部 まちづくり部 

施策番号 １－１ 施策名 観光の振興 主担当課 観光まちづくり課 

関連組織 商工振興課、都市計画課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 訪日外国人旅行者の受入環境整備や広域観光周遊ル

ート等、地方への旅行促進が盛り込まれた、「2020 年オ

リンピック・パラリンピック」を見据えた観光振興への取組を

推進している。 

観光立国実現に向けたアクション・プロ

グラム 2015 

外国人ビジネス客を取り込むため、積極的に MICE の誘

致を行っている。 

観光ビジョン実現プログラム 2018 

県の動向 広域連携を通じた、奈良市だけに留まらない宿泊型観光

の促進を図っている。 

 

奈良県ビジターズビューローを設立し、インバウンドを中核

に、PR やマーケティングを行っている。 

 

県と市町村で連携協定を締結し、協働でプロジェクトを実

施し、まちづくりの実現を図っている。 

県と市町村とのまちづくりに関する連携

協定 

市の動向 優れた地域資源を地域ブランドとして認定し、販売支援や

情報発信を通じて、地域活性化や観光振興につなげる大

和さくらいブランド認定制度を実施している。 

桜井市地域ブランド認定推進委員会

要綱（平成 26年 12月 25 日） 

他市町村や府県と連携し、大きなエリアでの地域を PR し

ていく広域観光連携を実施している。 

桜井市観光基本計画（平成 24 年

3月） 

外国人観光客を取り込むため、インバウンドの取組の方向

性とニーズの分析検証、桜井市を中心とした「YAMATO」

エリアの周知を促進するインバウンド向け観光を実施してい

る。 

 

平成30年5月に長谷寺門前町周辺地区まちづくり基本

計画、平成 30 年 10 月に桜井駅周辺地区まちづくり基

本計画を策定した。 

 

平成29年4月に桜井市大神神社参道周辺地区まちづ

くり基本計画を策定し、今後はその計画に沿って、県と個

別協定を締結し具体的に推し進めていく。 

桜井市大神神社参道周辺地区まち

づくり基本計画（平成 29 年 4 月策

定） 

ホテル又は旅館の新設及び増設を促進するための必要な

奨励措置を講ずることにより、ホテル事業者の誘致を推進

している。 

桜井市ホテル及び旅館の誘致等に関

する条例（平成 29年 4月 1日） 

現状  東京フォーラムや記紀万葉プロジェクト等により桜井市の情報発信を行っている。 

 誘客に向けた旅行商品づくりや観光関連団体向けの研修会を開催するなど観光客へのサービス

向上を行っている。 

 行政、地元、長谷寺などで構成された長谷寺門前町周辺地区まちづくり協議会や行政、桜井ま

ちづくり株式会社、地元、地元関係団体などで構成された桜井駅周辺地区まちづくり連絡会議

があり個別事業の検討を行っている。 

 大神神社参道周辺地区まちづくり基本計画の事業を進めて行くにあたり、実際に事業を行うため

の課題を整理し、詳細な検討を行い最終的な住民・関係団体の意見として事業の実施主体に

提言していくため、「大神神社参道周辺地区まちづくり協議会」を設立し、各種事業を進めてい

る。 

 桜井駅前の市有地にホテルの誘致を行った。 
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課題  「観光情報の発信」「飲食・土産に関する施設」に対する満足度が低い。 

 市内には多くの銘産品・特産品が存在しているが、地域資源として活かしきれていない。 

 観光関連団体間の連携不足、外国人旅行者に対する受け入れ環境の改善が必要である。 

 観光客の多様なニーズに対応する体験型コンテンツの充実が必要である。 

 長谷寺参道の安全性の確保と通過交通の排除が課題である。 

 市の玄関口である桜井駅周辺地区では、空き家や空き店舗の増加により、中心市街地の空洞

化が起こり、地域の魅力・活力が低下し、地域の賑わいが失われている。 

 大神神社参道周辺地区の賑わい作りの核として、参道沿いの商業施設誘致を計画しており、事

業手法としては民間の資金、活力を活用し、官民が一体となって当事業の実現に向けた検討を

進めることになったため、まちづくり会社等の立ち上げの検討を行っていく必要がある。 

市民生活

の目標像 

市民が桜井市の歴史や食や文化を深く理解し、その魅力を発信することで、来訪者は市内をめぐり

ながら地域との交流のなかで観光を楽しんでいる 

取組方針  周辺市町村との連携により、テーマ性をもった魅力的な広域周遊ルートを形成し、県外や外国か

らの観光客の誘客を図るとともに、特に中南和地域での周遊促進に向けた観光ルート形成に努

める。 

 市への郷土愛の醸成を図るため、本市の誇れる文化資源や歴史資産はもちろん、市の魅力や新

たな価値を、市民に対して積極的に啓発する。 

 国内外から多くの観光客が来訪して長期間滞在してもらうために、観光客のニーズに沿った当市

ならではの高品質な体験や価値を提供し、更に観光客の満足度を上げるために、本市を訪れる

人に快適な滞在を楽しんでもらえるよう、受入体制の整備に努める。 

 桜井市の観光の姿を描く「新観光基本計画」を策定したうえで、新たな観光にも戦略的に取り組

み、市への誘客を図っていく。 

 ターゲットの絞り込みを行った上で、ツアー造成や効果的なプロモーション活動を通じて、当市を訪

れる外国人観光客の増加を図り、外国人観光客の観光需要を顕在化させることで、受入環境

整備等、民間を中心とした投資の促進を図る。 

 長谷寺参道において交通マネジメントの検討を行い、社会実験を通して課題解決を図る。 

 桜井駅周辺地区においては、市内観光の結節点という地域特性を活かし、市の中心拠点とし

て、地域の振興や機能強化を図り、地域の賑わいを再生する。 

 大神神社参道沿いの商業施設誘致を行うため、まちづくり会社の立ち上げを目指し、さらに来訪

者を三輪のまちなかへも誘客するような仕掛けづくりを検討する。 

 市内でのホテル又は旅館の新設及び増設について奨励金の交付を行う。 
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分野：１．桜井の個性を活かした活力あるまち 【観光・産業】 
 担当部 まちづくり部 

施策番号 １－２ 施策名 農林業の振興 主担当課 農林課 

関連組織 商工振興課、農業委員会事務局 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 産業政策と地域政策を車の両輪として、農業・農村

全体の所得を今後 10年間で倍増させることを目指

し、 

①国内外の需要（需要フロンティア）の拡大②需

要と供給をつなぐ付加価値向上のための連鎖

（バリューチェーン）の構築などの収入増大③農

地中間管理機構を通じた農地の集約化などの生

産コストの削減の取組や、経営所得安定対策と

米の生産調整の見直しなどの生産現場の強化、

④高齢化が進む農村を、構造改革を後押ししつ

つ将来世代に継承するための農村の多面的機能

の維持・発揮 

この 4 つの柱を軸に政策を再構築し、若者たちが希

望を持てる「強い農林水産業」と「美しく活力ある農

山漁村」を創り上げるとしている。 

農林水産業・地域の活力創造プラン 

（平成 25年 12月 10日決定・平成

30年 11月 27 日改訂） 

農林水産業・地域の活力創造本部 

林業の持続的発展及び森林の有する多面的機能

の発揮に資することを目的とした森林経営管理法が

施行され、市と森林所有者の経営管理の責務が明

確化された。 

森林経営管理法（平成31年4月1日

施行） 

森林環境譲与税については、森林経営管理制度

の導入にあわせて、令和元年度より譲与が開始さ

れ、使途については、間伐や人材育成・担い手の確

保、木材利用の促進や普及啓発等の「森林整備

及びその促進に関する費用」に充てることとされてい

る。 

森林環境税及び森林環境譲与税に関

する法律（平成31年3月29日公布） 

SDGs をきっかけに、多くの農山漁村等で再生可能

エネルギーや生物多様性をテーマに、持続可能な発

展につながる取組が始まることが期待されている。 

 

県の動向 県内の農地を有効に活用し、農業の生産性の向上

を図るために設定する特定農業振興ゾーンの規則を

制定し、農地集積を進めている。 

奈良県特定農業振興ゾーンに関する

規則 

市の動向 農業の効率化、高収益化を目指し、人農地プラン

を実践して、担い手へ農地の集積の推進に努めてい

る。 

桜井市鳥獣被害防止対策協議会による、有害鳥

獣対策事業を推進し、農作物被害の低減に努めて

いる。 

森林経営管理法による市の責務を実施するため、

桜井市森林経営管理基本計画を策定した。 

桜井市森林経営管理基本計画 
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現状  新規就農者への支援や、担い手への農地集積を進めている。耕作放棄地については、農業
委員会や桜井市地域農業再生協議会と連携しながら、農地の再生に努めている。 

 猟友会桜井支部と連携しながら、中山間地域を中心に、イノシシやシカ等有害野生獣の捕
獲に努め、営農意欲の低減を防ぎ、同時に市街地への被害拡大を防止している。 

 森林環境譲与税を活用し、森林の管理に努めている。 

課題  現在も、野生鳥獣による農林業被害は続いており、また、これまで防除事業を実施してきた
中山間地区以外の平野部の圃場にまで被害が発生しており、さらに市街地では野生鳥獣に
よる人的被害まで懸念される状況にある。 

 農業経営の安定化には、高齢化や後継者不足による農業従事者の減少に対し、農業の効
率化・高収益化を図り、魅力ある農業の確立が必要であり、新たな担い手農家の育成が急
がれる。特に、若者が魅力を感じる、新たな農業の仕組みづくりが必要となっている。 

 林業については、森林経営管理法に基づき、施業ができない森林所有者に代わり、市が森

林経営管理を行うこととなる。そのための基本計画策定、情報集積、意向調査の実施、所

有者不明の山林調査や境界確定等が必要である。 

市民生活

の目標像 
農林業がいきいきと営まれ、新たな魅力が生まれている 

取組方針  農業については、国・県の施策、各種団体等と連携し、農業経営の安定化による後継者・
新規就農者の育成、2次・3次産業との連携による、地域内外需要の安定確保と農産物の
高付加価値化を促す。 

 安部地区にある NAFIC 周辺地域では、地元の賑わいづくりの協議会が立ち上げられ、農業
による地域の活性化について検討が進められている。 

 今後は、奈良県や関係機関との連携を図り、魅力ある農業を確立する。また、NAFIC 卒業
生などの若者の就農を進め、農業を軸とした地域の活性化を行う。 

 林業については、森林経営管理法に基づき、桜井市森林経営管理基本計画を策定し、森
林所有者による林業経営の管理、治水機能をもった災害に強い山林の整備に向け間伐・保
育を促す。また、市内の小中学校の施設や机など地元産木材の利用を促すとともに、SDGs
に即した 2次・3次産業等と連携した新たな 6次産業化産品の創造を促進する。 
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分野：１．桜井の個性を活かした活力あるまち 【観光・産業】 

 担当部 まちづくり部 

施策番号 １－３ 施策名 工業の振興 主担当課 商工振興課 

関連組織 観光まちづくり課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 地域再生制度に基づき、地方公共団体における地

方版総合戦略に基づく先導的な取組を支援するた

め、地方創生推進交付金を交付している。 

地域再生法(平成 17 年法律第 24

号) 

中小企業・小規模事業者等が、設備投資を通じて

労働生産性の向上を図るための計画を支援してい

る。 

生産性向上特別措置法（平成30年

6月 6日） 

県の動向 企業立地の促進のための施策について、基本理念

を定め、県の責務を明らかにするとともに、県内にお

ける企業立地を促進するための施策を講ずることに

より、県経済の発展と県民生活の向上に資すること

としている。 

奈良県地域未来投資促進基本計画

（平成 29年 9月 29日） 

奈良県企業立地促進条例 

（平成 20年 4月 1日） 

市の動向 市の特産品「三輪素麺」の普及、促進を目的とする

条例を平成29年7月7日に施行し、三輪素麺の

PR 活動に打って出ると同時に、食べる習慣を広め、

伝統文化の理解と地域経済の活性化に取り組んで

いる。 

桜井市三輪素麺の普及の促進に関す

る条例（平成29年 7月7日施行） 

生産性向上特別措置法に沿って、「先端設備等導

入計画」の認定を受けた中小企業・小規模事業者

等が、設備投資を通じて労働生産性の向上を図る

事業を支援している。 

生産性向上特別措置法（平成30年

6月 6日） 

市内の工場等の立地を促進するための必要な奨励

措置を講ずることによって地域産業の振興を図ってい

る。 

桜井市工場誘致条例（平成 24 年 3

月 29日条例第 3号） 

現状  地場産業の振興と安定のため関係団体に対して補助金を交付しており、特に三輪素麺につ
いては、国や県の交付金等を活用し、地域資源である三輪素麺を用いて桜井市の魅力の
発信と地域の振興を図るため、三輪素麺の PR イベントを開催している。また、のぼり旗・ポス
ターを作成し、啓発活動を行っている。 

 桜井らしい個性と魅力を持った様々な素晴らしい産品（資源）を認定することにより地域ブ
ランド化し、地域経済の活性化を図るために、ふるさと納税の返礼品への登録等の商品 PR
や、桜井市の知名度の向上に向けた取組を行っている。 

 中小企業の生産性向上の実現のため、先端設備等導入促進基本計画の認定を受けた中
小企業者に対し、償却資産に係る固定資産税の特例措置などの支援を講じている。 

 事業用地等登録制度を策定し、市内への工場等の用に供するため、売却・賃貸を予定して

いる土地等の情報を登録し、本市に立地を希望する企業等に情報提供を行う体制を整えて

いる。 

課題  桜井市の特産品として、三輪素麺は一定のブランド力はあるが、職人の高齢化と後継者不
足により生産者が減少していることに加え、販売量最多の競合他ブランドも存在する。その一
方で、市内にある多くの地場産品は他地方のものとの差別化が不十分なため競争力が高い
とは言えず、これらの地域資源を活用するためにも、ブランド力向上が必要である。 

 少子高齢化による人手不足・後継者不足などの厳しい経営環境に対応するため、老朽化が
進む設備について生産性の高い設備に切り替え、労働生産性を高める必要がある。 

 事業用地等登録制度による民有地の登録が進まない。 

市民生活 地場産業とともに新たな産業が根付き、他の産業とも連携した地域の産業の振興が図られてい
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の目標像 る 

取組方針  地場産業については、他の製品との差別化・ブランド化により、競争力の強化を図ることが求
められることから、各種補助制度等による支援、地域ブランドの PR を図る。 

 市内の中小企業が抱える人手不足・後継者不足などに対応するため、老朽化が進む設備
を生産性の高い設備へ切り替え、労働生産性を高める事業への支援を行う。 

 企業誘致に当たっては、当市の歴史的背景や美しい景観、自然環境などに配慮するととも

に、市内の既存農林商工業や観光産業と連携、さらに道路等のインフラ整備について関係

機関と連携しながら、市産業全体の活性化を促せるような企業の誘致に向け、情報の収集

と発信の充実化を図る。 
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分野：１．桜井の個性を活かした活力あるまち 【観光・産業】 

 担当部 まちづくり部 

施策番号 １－４ 施策名 商業の振興 主担当課 商工振興課 

関連組織 観光まちづくり課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 小規模事業者の事業の持続的発展を支援するた

め、商工会等が作成する支援計画のうち、特に小

規模事業者に資するものについて経済産業大臣が

認定する仕組みを、平成 26 年度から導入してい

る。 

商工会及び商工会議所による小規模

事業者の支援に関する法律（平成 26

年及び令和元年改正） 

県の動向 小規模事業者の成長発展又は持続的発展を促

すため、「奈良県小規模企業振興基本条例」を制

定している。 

奈良県小規模企業振興基本条例（平

成 29年 4月 1日施行） 

県のまちづくりに関する方針と合致するプロジェクトに

ついては、県と市町村で連携協定を締結し、協働

でプロジェクトを実施し、まちづくりの実現を図ってい

る。 

県と市町村とのまちづくりに関する連携協

定 

市の動向 桜井市商工会と共同で「経営発達支援計画」を作

成し、小規模事業者の経営戦略に踏み込んだ支

援を実施できるように進めている。 

小規模事業者支援法に基づく「経営発

達支援計画」（令和元年11月：認定

申請中） 

平成 29 年 4 月に「桜井市大神神社参道周辺地

区まちづくり基本計画」を策定し、今後はその計画

に沿って、県と個別協定を締結し具体的に推し進

めていく。 

桜井市大神神社参道周辺地区まちづく

り基本計画（平成 29年 4月策定） 

ホテル又は旅館の新設及び増設を促進するための

必要な奨励措置を講ずることにより、ホテル事業者

の誘致を推進する。 

桜井市ホテル及び旅館の誘致等に関す

る条例（平成29年 4月 1日） 

「桜井市中和幹線沿道大福地区企業誘致条例」

に沿って企業の誘致を進めている。 

桜井市中和幹線沿道大福地区企業誘

致条例（平成24年 4月） 

現状  中小企業の経営安定・改善と商工業の振興を図るために、中小企業に対して融資対策事

業を行うとともに、桜井市商工会の行う経営講習会等の事業に対して補助を行っている。 

 商店街の賑わいづくりのため、商店街まちづくり活性化補助金制度を利用して、商店街が開

催するイベント等に補助を行っている。 

 「大神神社参道周辺地区まちづくり基本計画」の事業を進めて行くにあたり、実際に事業を

行うための課題を整理し、詳細な検討を行い最終的な住民・関係団体の意見として事業の

実施主体に提言していくため、「大神神社参道周辺地区まちづくり協議会」を設立し、各種

事業を進めている。 

 桜井駅前の市有地にホテルの誘致を行った。 

 中和幹線沿道大福地区について、企業誘致に向けた取組を積極的に進めており、一部エリ

アについては企業の出店が進展しているが、エリアの大半は出店が進展していない状態となっ

ている。 

課題  少子高齢化と人口減少が続き、消費者の購買力が縮小傾向にある中、市内小売業者の

販売金額は伸び悩んでおり、中小企業への支援が必要である。 

 商店街では、経営者の高齢化や後継者不足などにより空き店舗が増加し、商店街としての

魅力低下が問題となっているため、まちづくりと連動した商業の振興が必要である。 

 大神神社参道周辺地区の賑わい作りの核として、参道沿いの商業施設誘致を計画してお
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り、事業手法としては民間の資金、活力を活用し、官民が一体となって当事業の実現に向け

た検討を進めることになったため、まちづくり会社等の立ち上げの検討を行っていく必要がある。 

中和幹線沿道大福地区は、一定規模の一体開発が条件とされているため、出店が進んでい

ない。 

市民生活

の目標像 
人が集まりにぎわい、商業者が活気にあふれている 

取組方針  商工会や生産者と継続的な意見交換を行い、質の高い情報共有と、活性化への取組を進

める。 

 国・県の施策に関する情報提供を行い積極的な活用を促すとともに、地域の商業者をまとめ

牽引するリーダーの育成、まちづくり事業と連動した空き店舗を活用した起業の支援や新たな

公共ニーズへの対応、地産外消のきっかけをつくる各種地場産業のアンテナショップなど、市内

の商業の活性化を支援し、多様な世代が楽しく快適に利用できる地域商業の振興を促す。 

 大神神社参道沿いの商業施設誘致を行うため、まちづくり会社の立ち上げを目指し、さらに

来訪者を三輪のまちなかへも誘導するような仕掛けづくりを検討する。 

 中和幹線沿道大福地区の企業誘致活動を開始してから 8 年が経過しているが、今後、規

制緩和を前提に、用途地区や地区計画の変更も含め検討する。 

 市内でのホテル又は旅館の新設及び増設について奨励金の交付を行う。 
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分野：１．桜井の個性を活かした活力あるまち 【観光・産業】 

 担当部 まちづくり部 

施策番号 １－５ 施策名 雇用・労務対策の充実 主担当課 商工振興課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 企業の人手不足を解消するため、外国人労働者の

受け入れ拡大に関する基本方針を定め、出入国

管理及び難民認定法を改正した。 

出入国管理及び難民認定法（平成

31年 3月 1日改正法施行） 

多様な働き方を選択できる社会を実現し、労働者の一人ひ

とりがより良い将来の展望を持てるようにするために、「働き方

改革」を推進している。 

働き方改革を推進するための関係法律

の整備に関する法律（平成30年7月

6日公布） 

県の動向 奈良県と奈良労働局で「奈良県雇用対策協定」を

締結し、互いの雇用施策等の密接な連携を進めて

いる。 

「奈良県雇用対策協定」（平成 25 年

6月締結） 

「奈良県雇用対策協定に基づく事業計

画」（毎年策定） 

市の動向 市内の中小企業が抱える人手不足・後継者不足

などに対応するため、ハローワーク等関系機関と連

携し雇用対策を行っている。 

 

指定企業に対して市内在住者の雇用を促すととも

に、雇用を実践した企業への奨励金を出すために、

右記の 3 つの条例を制定した。 

桜井市工場誘致条例（平成 24 年 3

月） 

桜井市中和幹線沿道大福地区企業

誘致条例（平成 24年 4月） 

桜井市ホテル及び旅館の誘致等に関す

る条例（平成29年 4月） 

現状  ハローワークと連携し、就業情報や技能講習会等について、広報紙等により広く情報提供を

行うとともに、就職面接会を開催している。 

 新たな雇用の創出のため、雇用対策協議会会員事業所と奈良県高等学校等進路指導研

究協議会との意見交換会や名刺交換会を行っている。 

 企業誘致により立地した企業に対し、地元住民の優先雇用の働きかけを行っている。 

課題  ハローワーク等関係機関と連携して雇用対策の充実を図り、更なる職場環境の改善や福利

厚生の充実等を図る必要がある。 

 有効求人倍率は求人が求職よりも多い売り手市場となっているが、職種のミスマッチや、市外

の企業への就職等により、必ずしも桜井市での採用人数の増加にはつながっておらず、市内

の人手不足を解消するため、外国人労働者の受け入れ拡大の検討が必要である。 

 市内在住者に対し、幅広く安定的な雇用を創出できる企業を誘致する必要がある。 

市民生活

の目標像 
市民が良好な労働環境を得て、安心して働くことができる 

取組方針  ハローワーク等関係機関の行う技能講習会等や就業情報について、広報紙等による周知と

あわせポスターの掲示やパンフレットの配置等を行い、広く情報の提供を行うことで市民の就労

を支援する。 

 本市の労働状況など、各種統計調査の結果から現状と課題を把握し、地域の実情に合った

労働行政に取り組む。 

 企業誘致により立地した企業に対し、地元住民の優先雇用の働きかけを行うとともに、一層

の雇用の拡大を図るべく、企業誘致活動を拡充する。 

  



66 

 

分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 すこやか暮らし部 

施策番号 ２－１ 施策名 健康づくりの充実 主担当課 けんこう増進課 

関連組織 保険医療課、高齢福祉課、地域包括ケア推進室 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 内閣経済財政政策では、社会保障制度を持続可能

なものとなるよう、データヘルス、インセンティブの積極的

活用等を通じて糖尿病等の生活習慣病の予防、重症

化予防や認知症の予防等を重点的取組事項としてい

る。これにより、健康寿命を延伸し、平均寿命との差を

縮小することを目指している。 

側面的には、保険者努力支援制度が更に強化され、

保険者による予防・健康づくりの業績に応じ、財政支援

等、罰金報償が拡充されている。 

新経済・財政再生計画 2019 

 

 

心身の様々な課題を抱える高齢者に効果的な支援が

できるよう、国民健康保険制度における保健事業、介

護保険制度における地域支援事業等、現行の縦割り

制度から、後期高齢者医療制度における保健事業の

一体的な推進に向けての、法改正や財政的支援などの

整備が図られている。 

医療保険制度の適正かつ効率的な運営を

図るための健康保険法等一部改正法によ

る高齢者の医療の確保に関する法律、国

民健康保険法、介護保険法の一部改正 

 

地域包括ケアシステムの実現には、医療と介護の充実

だけでなく、併せて高齢者が可能な限り元気な状態を

保ったままの取組が重要であり、高齢者が社会参加し、

互いに助け合いながら生活を続けられる地域づくりが必

要であるとしている。 

医療介護総合確保推進法 

県の動向 県民健康寿命の男女とも日本一（都道府県順位第

一位）達成を目指し、要介護とならないための予防と

機能回復の取組の推進及び、若くして亡くならないため

の、適時・適切な医療の体制整備を行っている。 

なら健康長寿基本計画 

 

市の動向 国の動向に基づき、生活習慣病対策の一環として、受

診率向上対策の継続と重症化予防の強化（糖尿病

性腎症対策）を図っている。 

健康さくらい 21 計画(第 2次) 

第2期データヘルス計画・第3期特定健康

診査等実施計画 

安心して妊娠・出産を迎えるために、思春期以降の命

に関する教育や、乳幼児期からの心と体づくりのための

指導強化を図っており、また、若年期からの健康に対す

る意識づくりの推進を図っている。 

健康さくらい 21 計画(第 2次) 

 

現状  母子保健は各種健診・教室等の準備や当日運営の他、発育発達の気がかりな児、育児力の気が

かりな家庭への支援、フォローを実施している。 

 生活習慣病対策では、各種検診の企画・準備・事後処理を実施している。また、ハイリスク者への事

後指導を実施している。 

 住民主体の通いの場において、身体づくり・地域の支えあいを目的に住民への後方支援を実施して

いる。 

課題  市民一人ひとりが自身の健康に関心を持ち、主体的に生活習慣病の予防を心がけられるような意

識の醸成や環境整備が必要である。 

 疾病予防のための経年的な健診受診と、その後の重症化・合併症予防のための生活習慣の改善が

実行継続できる仕組みづくりが必要である。 
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 市民が、「食」に関する知識と行動選択できる力量形成のための食育の推進が必要である。 

 住民主体の通いの場が充実してきている中で、住民のモチベーションを維持するための、行政の後方

支援の在り方について検討が必要である。 

 ライフスタイルの変化、地域や家族関係の希薄化による生活力等の未成熟性があり、健康的生活

習慣の確立のための取組が必要である。 

市民生活の

目標像 

市民が自らの健康に関心を持ち、健康を取り巻く新たな問題への対応も含め、自己の健康維持に努

め、健康で長生きしている 

取組方針  「誰もが手軽に健康づくりができるまち」を基本理念に、市民が健康的な生活習慣の重要性に理解と

関心を深め、生涯にわたり自身の健康状態を意識し、主体的に健康の保持・増進に努められるよう

支援する。 

 食による健康への影響についての理解を深め、食の大切さを意識し、健全な食の実践に取り組める

よう、保健指導と関係機関の連携を引き続き推進する。 

 生活習慣病・がん疾患発症予防のための啓発・教育事業を推進する。また、疾病の早期発見、早

期治療につなげるため、各種検診の受診率向上と重症化予防に主体的に取り組めるよう支援する。 

 予防可能な脳血管疾患、糖尿病性腎臓病等を抑制するため、重症化予防対策を推進する。 

 安全・安心な妊娠・出産を迎えるために、思春期以降の健康教育の充実を図る。 

 乳幼児期からの心身の健康づくりのため、保護者世代への周知・啓発を強化する。 

 感染症に対する正しい知識や情報等を普及啓発し、日常生活における「新しい生活様式」の実践

を推進する。 
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分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 福祉保険部 

施策番号 ２－２ 施策名 地域福祉の充実 主担当課 社会福祉課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進の

ため、各分野にわたる地域生活課題の把握、包括

的な支援体制の整備を積極的に推進している。 

社会福祉法 

県の動向 包括的・予防的支援の体制構築を目指し、地域

力強化に向けた取組推進や福祉専門職の確保・

定着支援、また地域課題の解決に向け、地域福祉

を支える様々な主体と協働・連携して取り組む「福

祉の奈良モデル」を推進している。 

社会福祉法 

奈良県域地域福祉計画（平成 28 年

3月） 

奈良県域地域福祉推進大綱 

市の動向 住民会議を実施し、広く協議を行い、「桜井市地

域福祉計画」を策定した。また、地域課題の共有と

解決に向け、桜井市社会福祉協議会と連携を図り

ながら、各事業に取り組んでいる。 

社会福祉法 

桜井市地域福祉計画（平成 30 年 3

月） 

桜井市地域福祉活動計画 

現状  包括的支援体制の整備として 4 中学校区に地域福祉相談員を設置し、支援を必要とする

地域住民が抱える多様で複合的な地域生活の課題について解決を図っている。 

 社会福祉協議会が中心となった幅広い福祉ボランティア活動の活性化や組織の強化と充実

を図るため、社会福祉協議会の行う地域福祉事業に対して補助を行っている。 

 地域における福祉活動に取り組んでいる民生児童委員や各種団体に対して補助を行ってい

る。 

 犯罪や非行のない明るい社会を築くため啓発を行っている。 

課題  地域に密着した活動を通して把握された住民が抱える生活課題に関する相談について包括

的に受け止め、情報提供や助言を行うとともに、必要に応じて支援機関につなぐことのできる

体制を整備することが必要である。 

 地域住民等が相互に交流を図ることができる場や、地域福祉を推進するために地域の課題

を包括的に受け止める場を整備することが必要である。 

 地域に根ざした福祉活動を展開するため、社会福祉協議会との連携を図り、ボランティア活

動を推進することが必要である。 

市民生活

の目標像 
市民が地域のなかでともに支え合って安心して暮らしている 

取組方針  地域共生社会の実現のため「他人事」になりがちな地域づくりを地域住民が「我が事」として

主体的に取り組む仕組みづくりと、世帯全体の複合的な地域課題を「丸ごと」受け止める総

合的な相談支援体制づくりに取り組む。 

 福祉ボランティアに対する関心や興味を育て、人材を幅広い層に広げていくとともに、実際の

活動に結びつけるため、関係団体との協力体制を構築し、市民、事業者など多くの活動主体

との情報共有を進める。 

 地域に密着して活動を行っている民生児童委員を中心に、一人暮らしの高齢者世帯や子

育て中の世帯等への「声かけ」や「安否確認」などの助け合いの仕組みを作ることで、個人が

社会から孤立することを防止できるよう地域ネットワークづくりを進める。 
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分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 
 担当部 福祉保険部 

施策番号 ２－３ 施策名 障害者福祉の充実 主担当課 社会福祉課 

関連組織 保険医療課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 障害者福祉は、障害者基本法の理念に則り、身

体・知的・精神・児童その他の障害者が基本的人

権を享有する個人としての尊厳にふさわしい日常生

活・社会生活が営めるよう、障害者福祉政策を整

備し必要な障害福祉のサービス給付及び支援等を

総合的に行っている。 

障害者権利条約（平成 26年 1月批

准） 

障害者総合支援法（平成 25 年 4月

施行） 

第 3 次障害者基本計画（平成 25 年

9月閣議決定） 

障害を理由とする差別の解消の推進に

関する法律（平成25年 6月制定） 

県の動向 包括的・予防的支援の体制構築を目指し、地域

力強化に向けた取組推進や福祉専門職の確保・

定着支援、また地域課題の解決に向け、地域福祉

を支える様々な主体と協働・連携して取り組む「福

祉の奈良モデル」を推進している。 

奈良県障害者計画（平成 27 年 4

月） 

市の動向 障害者総合支援法に定められている「市町村障害

福祉計画」に基づく障害福祉サービス分野の実施

計画を策定し、各種事業に取り組んでいる。 

第 3 次桜井市障害者福祉基本計画

（平成 29年 3月） 

第 5 期桜井市障害福祉計画（平成

30年 3月） 

平成29年から 10年間、障害者福祉をめぐる国や

県の動向を注視しつつ、障害のある人もない人も互

いに尊重し合い、社会全体が当事者を受け入れ、

ともに暮らしやすい地域づくりの実現に向けて、地域

における障害者への理解と啓発、療育・教育分野、

医療・保健分野、雇用・就労分野、社会参加及び

まちづくりの各分野においての取組を実施している。 

障害者基本法第 11条 3項 

桜井市こころつながる手話言語条例

（平成 30年 4月） 

現状  障害者等にかかる相談支援、手話通訳等の意思疎通支援、日常生活用具給付扶助、移

動支援等の地域生活支援事業を実施している。 

課題  障害者の現状や課題に関しての周知が不足している。 

 行政や施設において、各種障害の専門的知識を有する者が不足している。 

 障害各分野（身体・知的・精神）に応じた企業の理解や就労条件の整備が不足してい

る。 

 相談支援機関やサービス事業所との連携が不足している。 

市民生活

の目標像 
障害を持つ人が安心して、地域でともに生活している 

取組方針  障害者も地域社会を形成する一員として、人権が尊重され、自己選択と自己決定のもと、

地域のあらゆる活動に参加できるよう支援していくために、障害者一人ひとりの状況に応じた

自立のスタイルを確立できるよう、各種サービスを充実させる。 

 障害者が地域で安心して暮らせるよう、相談支援事業所が中心となり、市の関係機関及び

事業所から成る支援体制のネットワーク構築を図る。 

 障害者が地域で安心して暮らしていくためには、地域において障害に対する理解と支え合いが

必要であることから、生涯を通じて障害や障害者への理解を深めるために手話の周知・啓発

講座等の福祉教育を推進する。 
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分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 福祉保険部 

施策番号 ２－４ 施策名 高齢者福祉の充実 主担当課 高齢福祉課 

関連組織 保険医療課、地域包括ケア推進室 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを

推進するとともに、制度の持続可能性を維持する

ためには、保険者が地域の課題を分析して安定し

たサービス提供体制等を構築することや、高齢者

がなるべく要介護状態にならずに自立した生活を

送るための取組を進めることが重要であるとし、保

険者が上記取組を強力に推進できるように、保険

者機能を強化する取組を行っている。 

介護保険法等（平成 12年 4月 1日施行） 

県の動向 高齢者が生きがいを持って活躍し続けられるととも

に、いつまでも住み慣れた地域で安心して暮らし続

けられる奈良県を目指している。 

奈良県高齢者福祉計画及び第 7 期奈良県介

護保険事業支援計画（平成30年3月策定） 

市の動向 高齢化が進展する中、できる限り健康寿命を延ば

し、健やかで明るくいきいきとした暮らしが実現でき

るように、生きがいづくりや健康づくりの支援、介護

予防を推進していく。 

老人保健福祉計画及び第 7 期介護保険事業

計画（平成 30年 3月策定） 

現状  介護予防・日常生活支援総合事業を平成 29 年度から開始し、その中で、現在、基準を緩和した

サービス（通所型、訪問型）を実施している。 

 専門職による短期間で集中的に行われるサービスの創設に取り組んでいる。 

課題  市民相互の助け合いの重要性を認識し、自立のための環境整備等の推進を図ることが必要である。 

 独居高齢者の増加に伴い、地域での生活が継続できるよう生活支援体制の整備が必要である。 

 高齢化が進行する中で、認知症状のある高齢者や、独居の高齢者が増加している。認知症への理

解を深めるための知識の普及・啓発や公的サービスだけでなく、地域全体で高齢者を支える仕組み

づくりが必要である。 

市民生活の

目標像 暮らし方や健康状態の異なる様々な高齢者が健康面でも精神面でも安心して暮らしている 

取組方針 
 国民年金の動向を見ながら、高齢者が経済的に不安なく暮らせるよう、介護者に対する負担軽減

事業（寝たきり高齢者への紙おむつ支給等）の充実を図る。また、健康な高齢者の方が、生活をよ

り充実させる上で必要となる生活費を賄うための、労働機会の提供を図る。 

 高齢者が安心して生活できる社会にするために、市民・関係機関と連携しつつ、介護保険制度等、

高齢者の暮らしに必要な情報を確実に提供する。また、多様な価値観を持つ高齢者の交流機会の

充実を図るとともに、在宅で生活ができるための介護予防事業等の充実を図る。 

 認知症の理解を広げるために、現状の取組に加え、企業等を対象にした認知症サポーター養成講

座の開催や地域で認知症を支える人材育成を行い、市全体で認知症高齢者等を見守り、支援で

きるような地域を目指す。 

 住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるように、認知症当事者や家族がつながる場を設ける。 
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分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 すこやか暮らし部 

施策番号 ２－５ 施策名 子育て支援の充実 主担当課 けんこう増進課 

関連組織 児童福祉課、保険医療課、こども未来課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 次世代を担う子どもを育成する家庭を社会全体で支

援する認識をもち、子育てにかかるコストの軽減や子

育てと仕事の両立支援を行っている。 

 

子ども子育て支援法（平成 24 年 8 月 22

日） 

次世代育成支援対策推進法（平成15年7

月 16日） 

待機児童解消のための、学校の余裕教室活用の推

奨を含め、学童保育所入所対象者の定義を改正し

ている。 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営

に関する基準（平成 26年 4月 30 日） 

児童虐待においても発生予防から自立支援までの

対策を強化している。 

児童福祉法改正（平成28年 6月 3日） 

子どもの貧困対策計画を努力義務としている。 子どもの貧困対策基本法（平成 26 年 1

月） 

県の動向 子育て世代の孤立感・不安感を解消するための、妊

娠期から子育て期までの切れ目ない支援の提供が

必要であるとしている。 

 

令和元年度より、未就学児現物給付を開始してい

る。 

 

児童虐待において発生予防から自立支援までの対

策の強化をはかっている。 

奈良県児童虐待アクションプラン 

（令和 2年 3月） 

市の動向 妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を目的と

して、令和元年5月にまほろばセンターに市内で3か

所目となる地域子育て支援拠点事業「ドレミの広

場」を開設している。 

また、子ども一時預かり事業を実施し、利用者支援

事業基本型を開設した。 

桜井市地域子育て支援拠点事業条例 

（平成 31年 4月 1日） 

桜井市子ども一時預かり事業条例 

（令和元年 7月 1日） 

桜井市利用者支援事業要綱 

（平成 28年 8月 1日） 

小学 6 年生までの留守家庭の児童を対象として市

内全小学校敷地内に学童保育所を設置している。 

 

桜井市放課後児童育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例 

（平成 26年 12月 25日） 

桜井市放課後児童健全育成施設設置条例

（平成 15年 3月 26日） 

子育て世代包括支援センターや児童相談所 

等と情報共有し、実態の把握や相談対応等のソー

シャルワークを行う子ども家庭総合支援拠点を、平

成 30年 6月に設置した。 

桜井市子ども子育て支援事業計画（案） 

桜井市子ども家庭総合拠点の設置及び運営

に関する要綱（案） 

現状  親子の遊び場である子育て拠点を市内に 3 か所設置しており、参加者は年々増加している。 

 保健福祉センター「陽だまり」の利用者支援事業（基本型・母子保健型）に加え、まほろばセンター

に基本型を開設し、子育ての相談、情報提供、地域連携を行っている。 

 地域での子育ての孤立化を防ぐ取組として、出張ミニつどいの広場を月 1回実施している。 

 低学年（新 3 年生まで）の児童は 1 次募集にて受入可能。各学童保育所の定員の空き状況よ

り、2次募集を行う。地域により待機児童が発生している。また、長期休暇中の利用希望が多く時期

的に待機児童が発生する場合もある。 

 中学校卒業の3月31日までの子どもの医療費については、保険診療の自己負担金から一部負担
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金を除いた額を助成している。 

 児童虐待の対応件数は増加傾向である。 

 子どもの貧困対策計画の策定に着手できていない。 

課題  妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援をめざしているが、総合的な支援体制は確立されていな

い。 

 働き方改革により休日は増えてきているが、それに伴い、子どもの預け先が確保できない保護者も増

えている。 

 相談窓口や支援事業は充実傾向にはあるが、支援事業につながらない保護者もいる。 

 子育ての孤立を防ぐため地域との連携強化策が必要である。 

 学童保育所は、児童数の減少にも関わらずニーズが高まっており、待機児童が発生している地域も

あることから、学校の余裕教室活用について、教育委員会との連携が必要である。 

 要保護児童対策地域協議会のネットワークを活用し、児童虐待の未然防止、早期発見、早期対

応を図るため、関係機関との一層の連携強化が必要である。 

 児童虐待対応に係る専門的支援の充実と、人材育成の仕組みづくりが必要である。 

 子どもの貧困対策の計画策定が必要である。 

市民生活の

目標像 
子育てに関する相談や支援が受けられ、安心して子育てが出来る 

取組方針  「子どもは地域全体で育てる」という意識をもって、地域社会、企業、学校が、それぞれの知識や技術

を活かして子育て支援ができるような地域環境の基盤づくりを推し進める。 

 子育て中の親の悩みや問題の把握、解決のため、地域の協力を得ながら子育て相談や訪問活動を

行い、それぞれにあった子育て支援施策と広報活動の充実を図り、継続して支援できるネットワークづ

くりに取り組む。 

 問題解決に結びつけるための研修会の実施や、より専門的な指導・助言を受けることができる体制の

構築に取り組む。 

 待機児童の解消のため、学校の余裕教室が使用できるよう教育委員会と連携する。 

 子どもの医療費の一部を助成し、子どもの健康保持を図ることに取り組む。 

 児童虐待を未然に防止するために、関係各機関との連携を強化し、早期発見・早期対応に取り組

む。 

 今後、子どもの貧困対策について、関係各課との取組を推進する。 
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分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 福祉保険部 

施策番号 ２－６ 施策名 保育の充実 主担当課 児童福祉課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画

等） 

国の動向 幼児教育・保育の負担軽減を図る少子化対策として社

会保障を全世代型に変えるため幼児教育・保育の無償

化を実施している。 

子ども・子育て支援法（平成 24

年 8月） 

次世代育成支援対策推進法

（平成 15年 7月） 

県の動向 妊娠・出産期から切れ目のない支援を行うとともに、待機

児童解消のため、保育所整備や多様な保育サービスの提

供を支援するとともに、保育士等の人材確保及び資質の

向上を図っている。 

奈良県こどもすくすく・子育て安心

プラン（平成 27年 3月） 

市の動向 公立・私立の保育所等がそれぞれの特長を活かした相互

連携を行うとともに、より良い保育が受けられるよう、幼保

一元化に向けた取組を進めていく。 

桜井市立保育所・幼稚園のあり

方に関する基本方針（平成 31

年 3月） 

現状  公立・私立の保育所等については、0 歳児から 2 歳児の入所希望が多く、待機児童が増加

している。 

 子育て等に不安を抱く保護者に向けて、在園児に対しては家庭支援を行っており、未就園児

の場合はつくしんぼ広場で相談や交流の場を設けている。 

 障害のある児童に対し、障害程度を見ながら必要に応じて保育士の加配対応を行っている。 

 保育士の資質向上のため、研修会等へ積極的に参加し知識や技術の習得に努めている。 

課題  公立保育所は全て築年数が古いため老朽化が進んでいるが、より良い保育を実施するため

には新しい施設・設備が望ましく、幼保一元化に向けた取組を進めていく中で施設の建て替

えや複合化等の検討を進めていく必要がある。 

 0 歳児から 2 歳児の待機児童の受け入れや、配慮を要する児童に保育士を加配するために

は保育士が必要だが、担い手不足のため全てのニーズを受け止めることができない。 

市民生活

の目標像 
未就学年齢児の一人ひとりに、より良い保育・教育の機会を提供する 

取組方針  様々な体験を通して乳幼児が教師や友達の存在に気づき、自らいきいきと活動しながら、”生

きる力の基礎”となる心情・意欲・態度を育み、その後の学校生活にも活かしていけるように、

幼児期の特性と一人ひとりの発達段階や生活のリズムを考慮した、保育計画の一層の充実

と、保育士等の資質向上を図るとともに、担い手不足の解消に向けて引き続き保育士の募

集を行う。 

 平成 31 年 3 月策定の「桜井市立保育所・幼稚園のあり方に関する基本方針」を受けて、

令和 2 年度以降に「桜井市立保育所・幼稚園のあり方に関する基本計画」を策定し、幼保

一元化への取組と、少子化を考慮した施設の集約を進めていく。 

 認定こども園への転換を推進するため、施設数や立地場所、整備時期等を明確にした具体

的な計画を検討し、適正な就学前施設の配置・運営を実現するための取組を進める。 

 認定こども園による、就学前の保育と教育を同一施設で行うことのメリットを活かし、切れ目の

ない保育・教育を実施する。 
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分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 すこやか暮らし部 

施策番号 ２－７ 施策名 地域医療体制の充実 主担当課 けんこう増進課 

関連組織 地域包括ケア推進室 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 地域医療構想の進め方については、地域医療構想

調整本部会議において、構想区域の医療機関の実

績や将来の医療需要の動向を踏まえて、対応方針

を協議している。 

経済財政運営と改革の基本方針

2017（平成29年6月9日閣議決

定） 

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住

み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで

続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に

提供するために医療機関と介護事業所等の関係者

の連携を推進している。 

介護保険法 

県の動向 地域医療構想の「奈良方式」として、重症な救急や

高度医療を担う「断らない病院」と、地域包括ケアを

支える「面倒見のいい病院」への機能分化、強化を

促進している。 

東和構想区域地域医療構想調整会

議 

現状  休日や夜間に市民等の応急診療を行うため、休日夜間応急診療所を運営し、一時救急

医療体制を確保している。 

 桜井地区病院群二次輪番制の実施により、二次救急医療体制を確保している。 

 入退院と在宅療養がスムーズにできるよう、医療・介護連携マニュアルの策定に参画してい

る。 

 在宅医療・介護連携推進のための研修会、講演会を開催している。 

課題  桜井地区病院群二次輪番制における、医師不足や一時救急患者の受け入れが問題となっ

ている。 

 医療サイドと介護事業所等の窓口となる担当課が異なり、連携がスムーズに取りにくい現状

がある。そのため、介護事業所現場の課題が見えにくく実情にあった事業展開ができない。 

市民生活の

目標像 
必要時に医療や介護制度の情報を得ることができ、適切なサービスをうけることができる 

取組方針  基幹病院との連携を支え、休日・時間外の二次救急医療の体制の維持・充実を図る。 

 地域の医療・介護の資源を把握し、住民が必要時に情報を得ることができるよう資源マップを

作成する。 

 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策を協議できる仕組みづくりを行う。 

 切れ目のない在宅医療と在宅介護を提供する体制を構築・支援するための、連携マニュアル

策定会議に継続して参画することにより、よりよい連携を目指す。 

 在宅医療・介護連携に関する相談支援が行える窓口の設置を行う。 

 医療介護関係者の研修を開催し、顔の見える関係づくりや専門職のスキルアップを目指す。 

 市民に対して、必要な時に必要な医療や介護が利用できたり、自分の生き方を自分で選択

できるといった普及啓発を行う。 

 

  



75 

 

分野：２．健やかに暮らせるまち 【健康・福祉】 

 担当部 福祉保険部 

施策番号 ２－８ 施策名 市民の生活支援の充実 主担当課 社会福祉課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 必要な人には確実に保護を実施するという基本的

な考え方を維持しつつ、今後とも生活保護制度が

国民の信頼に応えられるよう、「就労による自立の

促進」「健康・生活面に着目した支援」「不正受給

対策の強化」「医療扶助の適正化等」について法律

を改正した。 

生活保護法（昭和25年 5月） 

生活保護実施要領 

自立支援策の強化を図るため、自立相談支援事

業・就労準備支援事業・家計改善支援事業の一

体的な実施の促進を行うため、「生活困窮者自立

支援法」を改正した。 

生活困窮者自立支援法（平成 30 年

4月） 

県の動向 包括的・予防的支援の体制構築を目指し、地域

力強化に向けた取組推進や福祉専門職の確保・

定着支援、また地域課題の解決に向け、地域福祉

を支える様々な主体と協働・連携して取り組む「福

祉の奈良モデル」を推進計画している。 

奈良県域地域福祉計画（平成 28 年

3月） 

奈良県域地域福祉推進大綱 

 

市の動向 基本的人権として、誰もが健康で文化的な最低限

度の生活を営むことが保障されており、これに基づき

必要な支援を行うことで自立を促し、生活困窮者も

地域社会の一員として充実した生活を送れることを

目指している。 

生活保護法（昭和25年 5月） 

生活保護実施要領 

現状  生活困窮者に対し、各扶助の支給により最低限度の生活を保障しつつ、自立に向けた支援

を実施している。 

 保健福祉センター陽だまりに、生活困窮者自立相談支援機関「桜井市くらしとしごと支援セ

ンター」を設置している。 

課題  市民が利用しやすい相談支援体制の充実を図り、「桜井市くらしとしごと支援センター」との連

携を強化し、生活困窮者の自立支援を促進することが必要である。 

 市民が利用しやすい相談支援体制の充実を図る。 

市民生活

の目標像 
誰もが各自の能力を活かしながら、経済的にも精神的にも自立して生活している 

取組方針  従来の経済的給付の生活保護制度に加え、生活困窮者や被保護者の状況・自立阻害要

因を把握した上で、ハローワークや「桜井市くらしとしごと支援センター」等と連携し、就労支援

や、相談窓口への取次ぎなど、一人ひとりに応じた具体的な内容の自立支援策を提供できる

仕組みづくりを進める。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 教育委員会事務局 

施策番号 3－1 施策名 幼児教育の充実 主担当課 学校教育課 

関連組織 教育委員会総務課、学校教育課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 幼児教育・保育の負担軽減をはかる少子化対策、生

涯にわたる人格形成や義務教育の基礎を培う幼児教

育が極めて重要であるとした、「新しい経済政策パッケ

ージ」、「骨太の方針2018」、「幼児教育無償化の制

度の具体化に向けた方針」等を踏まえ、子ども・子育

て支援法の一部を改正する法律が成立し、同日から

一部施行されている。 

子ども子育て支援法（令和元年 10

月 1日一部改正） 

県の動向 「経済財政運営と改革の基本方針 2018」の主旨を

受け、幼児教育・保育の無償化に伴う子育て支援の

充実について、第 2 回奈良県・市長町サミット（平成

30年 8月 8日）で市町村に提示している。 

「経済財政運営と改革の基本方針

2018」(平成 30年 6月 15 日) 

市の動向 「子ども子育て会議」や「あり方検討委員会」といった

場で、今後の方針等について話し合い、老朽化した保

育所・幼稚園の施設への対応や、子どもの減少による

規模（配置）の適正化、保育・教育ニーズの多様化

に対応できる環境の整備といった課題を確認した。 

「桜井市立保育所・幼稚園のあり方に関する基本方

針」（平成31年3月策定）を受けて、令和2年度

に「桜井市立保育所・幼稚園のあり方に関する基本

計画」を策定した。 

「桜井市立保育所・幼稚園あり方に関 

する基本方針」策定（平成30年度） 

現状  平成 30 年度に関係課及び学識経験者による「桜井市保育所・幼稚園のあり方に関する基

本方針」を策定し、保育所・幼稚園を認定こども園化するという結論に達した。 

 令和元年度に、第 2期子ども子育て支援事業計画を策定した。 

 幼稚園、保育所教職員が互いの施設に出向き、保育参加を行った。また、幼稚園・保育所教

職員合同での研修会の開催も検討している。 

課題  就学前保育教育の現状をみると、公立保育所・幼稚園の児童は減少傾向にあり、施設によっ

ては適正なクラス人数を確保することが難しい状況にある。 

 公立施設の老朽化が進み、児童の安全性が確保できていない。 

 保護者の生活の変化を背景とする、保育・教育ニーズの多様化に対応した環境整備が必要で

ある。 

 多様な保育、教育ニーズに対応するため、公立施設と私立施設の役割分担による効率的な

運営管理が必要である。 

市民生活の

目標像 
未就学年齢児の一人ひとりに、より良い保育・教育の機会を提供する 

取組方針  認定こども園への転換を推進するため、施設数、立地場所や整備時期等を明確にした具体的

な計画を検討し、適正な就学前施設の配置・運営の実現に向けた取組を進める。 

 認定こども園による、就学前の保育と教育を同一施設で行うことのメリットを活かし、切れ目のな

い保育・教育を実施する。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 教育委員会事務局 

施策番号 3－2 施策名 学校教育の充実 主担当課 学校教育課 

関連組織 教育委員会総務課、学校給食センター 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 第3期教育振興基本計画では、改正教育基本法に

規定する教育の目的である「人格の完成」、「平和で

民主的な国家及び社会の形成者として必要な資質

を備えた心身ともに健康な国民の育成」と、教育の目

標を達成すべく、「教育立国」の実現に向け更なる取

組が必要であるとしている。 

第 3期教育振興基本計画 

県の動向 日本国憲法、教育基本法及び学校教育法に定めら

れた教育の根本精神に基づき、人権を尊重する民主

的な社会の形成者として、豊かな人間性と創造性を

そなえた国民の育成を目指すとしている。 

奈良県教育振興大綱 

・基礎を培う乳幼児期における保育・教

育の充実 

・学ぶ力と意欲を伸ばし、豊かな人間性

を育む学校教育の推進 

市の動向 一人ひとりが充実した学校教育を受けることのできる

環境を整えるために、教材等の教育環境の整備を進

めるとともに、心のケア対策として相談できる環境等の

さらなる充実と、教職の研修や各教科の研究を行え

る環境の整備を進めている。 

第 5次桜井市総合計画 

現状  小中学校図書室の充実を図るために図書の整備を行っている。 

 子どもたちの教育効果を高めて学習理解を助けるために、必要な教材等の整備を行っている。 

 生活に困窮する児童生徒と特別支援学級に在籍する児童生徒への就学援助を行っている。 

 教職員の研修会を夏季休業中に開催した。 

 児童生徒園児及び教職員の疾病予防と身体の安全を確保するために、健康診断を行ってい

る。 

課題  児童生徒の学習状況を把握し、学力向上を目指す上で、学力学習状況調査の実施を継続

する必要がある。 

 小学校の外国語教科化に伴い、ALTの派遣日数等を増やし、外国語教育の更なる充実を図

る必要がある。 

 学校において ICT環境を整え、それを適切に活用した学習活動の充実を図る必要がある。 

 学校の小規模化が進む中、学校規模の適正化を図っていく必要がある。 

 学校給食センターでの給食提供に関し、SPC、運営事業者と連絡調整を密にし、給食提供及

び維持管理を適切に行っていく必要がある。 

市民生活の

目標像 
子どもたち一人ひとりが、安全・安心で充実した学校教育が受けられる 

取組方針  児童生徒の学力や学習状況を把握し、学力向上を目指す上でも学力学習状況調査の実施

を継続する。 

 小学校の外国語教科化に伴い、ALT の派遣日数等を増やし外国語教育の更なる充実に努

める。 

 カウンセリングを必要とする児童生徒が増加傾向にあり、相談内容も多様化し、複数にわたる

相談も増えてきていることから、スクールカウンセラーの派遣時間数の増加を検討する。 

 不登校の児童生徒に対応するための適応指導教室において、徐々に学校に復帰できるようカ

ウンセリングを実施したり、教科学習を実施するなど、子どもの様子を見ながら学校復帰に向け

てよりよい指導ができるよう検討する。 

 教育現場の環境の変化に伴い、教職員が自己啓発できる様々な研修の場を設ける。 

 国が示している「GIGA スクール構想」に併せた教育の ICT 化に向けた環境整備を進める。 
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 学校として望ましい学校規模の確保を図りながら、これからの少子化に対応した新しい学校づく

りを推進する。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 教育委員会事務局 

施策番号 ３－3 施策名 生涯学習の推進 主担当課 社会教育課 

関連組織 中央公民館 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 文科省では教育基本法を踏まえ、現在、第 3 期教

育振興計画に基づき、新しい地域づくりに向けた社会

教育の振興方策の検討や、社会人の学び直しの推

進、障害者の生涯学習の支援等、生涯学習社会の

環境整備や多様な学習機会の提供などの実現に向

けて取組を進めている。 

第 3期教育振興計画 

文部科学白書2018 

中央教育審議会「人口減少時代の新

しい地域づくりに向けた社会教育の振興

方策について(答申)」 

県の動向 地方教育行政改革を踏まえ奈良県教育振興大綱を

策定している。経済社会情勢、並びに子どもや子育て

家庭を取り巻く環境の変化と教育の実情や課題を、

県教育サミットにおいて県下で認識を共有し、課題に

応じた教育の在り方を検証している。 

奈良県教育振興大綱（平成 28 年 3

月31日策定。対象期間は平成31年

度まで） 

市の動向 桜井市教育方針にある 5 つの具体的目標と、7 つの

重点施策に基づいて、生涯学習の推進に関する

様々な事業を展開している。 

平成 31 年度桜井市教育方針 

桜井市教育大綱 

現状  様々な世代や多様化する学習意欲に応じて、学びと出会いの場を提供するため、各種の生涯

学習講座を開講している。 

 人々の学習活動の拠点となる公民館や図書館などの社会教育施設や、地域住民の身近な

文化芸術活動の場として、市民会館を設置している。 

課題  働く世代に対しての講座があまりない。しかし、土日等で実施しても受講数は期待できない。 

 子ども向け事業もいくつか行っているが、子どもたちを取り巻く環境も習い事やクラブ活動等で忙

しいため、実施しても継続的に事業を運営していくことは難しい。 

 講座のテーマについても、マンネリ化しないよう住民ニーズを把握しながら、魅力あるものを検討し

ていく必要がある。 

 公民館や図書館などの社会教育施設や、市民会館のような文化施設については、老朽化へ

の対応が早急の課題であることから、新アクションプランや施設ごとの長寿命化計画に基づく管

理を行っていく必要がある。 

市民生活の

目標像 

生涯を通して様々な学習機会が用意されており、そこで得た学習成果をまちづくりの活動に活かし

ている 

取組方針  市民の多様化する生涯学習への要望に対応し、地域の実情にあった学習機会の充実を図

る。 

 生涯学習を通じて指導者となり得る人材の発掘等、地域づくりのための活動支援を行う。 

 社会教育施設等の耐震化や老朽化の問題に適切に対応していく。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 教育委員会事務局 

施策番号 3－４ 施策名 生涯スポーツの推進 主担当課 社会教育課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 スポーツ基本法において、スポーツ立国を目指し、国

家戦略としてスポーツ施策を推進することを明記し、ス

ポーツに関する基本理念、国・地方公共団体・スポー

ツ団体の責務・努力等を定めている。 

スポーツ基本法（平成 23 年 6 月 17

日参議院で可決、成立し、同年 8 月

24日施行） 

スポーツ基本計画では、「スポーツで人生が変わる」「ス

ポーツで社会を変える」「スポーツで世界とつながる」「ス

ポーツで未来を創る」を掲げ、スポーツ参画人口を拡

大し、一億総スポーツ社会の実現に取り組むことを方

針として定めている。 

第2期スポーツ基本計画（平成29年

3月策定 文部科学省） 

県の動向 奈良県スポーツ推進計画では、「活き活きと安心して

健やかに暮らせる長寿社会の奈良県を実現するため

に、県民のだれもが、いつでも、どこでも、運動・スポーツ

に親しめる環境づくり」を基本目標として定めている。 

奈良県スポーツ推進計画（平成 30

年 3月改定 奈良県） 

市の動向 桜井市教育方針の中で、市民一人ひとりが生涯にわ

たってスポーツに親しむことができる環境の整備・充実を

図り、また地域におけるスポーツの普及を促進すること

を重点施策として掲げ、各種事業に取り組んでいる。 

平成31年度桜井市教育方針（平成

31年 4月 桜井市教育委員会） 

現状  桜井市社会体育振興基本計画に基づき、施設整備や利用のあり方についての目標を達成す

るために、関係機関、学校、スポーツ団体等と連携を図り、計画の遂行に取り組んでいる。 

 子どもたちの競技力の向上や体力づくり、また高齢者の健康づくりなど、スポーツを身近なものと

して感じ、気軽に参加できる体制づくりを行い、事業を遂行している。 

 スポーツへのニーズに対応するため、スポーツ指導者やボランティアの参加要請、地域におけるス

ポーツリーダーの育成に取り組んでいる。 

課題  今後、更なる人口減少や少子高齢化、スポーツを取り巻く環境の変化や多様化などにより、ス

ポーツによっては競技者が減少することも予想されることから、現状を正しく把握したうえで、スポ

ーツ振興に取り組む必要がある。 

 ライフステージにあわせて、短時間でもスポーツが楽しめるような機会を創出していくことが必要で

ある。 

 体育施設が老朽化し、利用者が使用しづらい状況にある。すべての世代の人々が安心して利

用できるように、またスポーツに更なる関心を持って親しんでもらうために、施設維持改善に努め

る必要がある。 

市民生活の

目標像 
市民がスポーツ活動に積極的に参加し、生きがいを持って暮らしている 

取組方針  桜井市社会体育振興基本計画に基づき、施設整備や利用のあり方についての目標を達成す

るために、関係機関、学校、各種スポーツ団体等との連携を図り、計画の遂行に取り組む。 

 子ども達が夢と意欲をもって、競技力の向上や体力づくりに取り組める体制づくりを図る。 

 幼児から高齢者の健康づくりまで、スポーツを身近なものとして気軽に参加し、地域の特徴を活

かした活動に多くの市民が参加できるよう、地域体育協会を中心とする関係団体との連携、協

力のもとに総合型地域スポーツクラブの育成を図るための支援を行う。 

 利用者が安全で安心して施設を利用できるよう、老朽化した施設の現状などを的確に把握
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し、市民ニーズに対応した施設の修繕等整備計画を進める。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 教育委員会事務局 

施策番号 ３－5 施策名 地域教育の充実 
主担当

課 
社会教育課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 平成 27 年 12 月に取りまとめられた中央教育審議

会の答申の内容を実現するため、学校・地域それぞ

れの視点にたち、「次世代の学校・地域」の両者一体

となった体系的な取組を進める創生プランを策定して

いる。 

次世代の学校・地域」創生プラン（地域

と学校の連携・協働の推進に向けた改

革） 

県の動向 青少年を巡る様々な状況を、県民一人ひとりが社会

全体の問題として捉え、一体となって取り組むことが

必要であると考え、地域社会で青少年を育てる環境

作りを実施している。 

奈良県青少年の健全育成に関する条

例 

奈良県青少年育成施策実施計画 

市の動向 青少年の非行防止と健全育成のために桜井市青少

年センターを設置し、青少年の育成に関する関係機

関や団体と連携して活動している。 

桜井市青少年問題協議会設置条例 

桜井市青少年センターに関する規則 

桜井市教育大綱 

現状  青少年センター指導員を中心に積極的な市内巡視の実施や、各校区協議会で研修を行うな

ど青少年の健全育成に関して活動している。 

 成人式に関しては、新成人で構成された実行委員会とボランティアスタッフで記念行事を開催

し、行政と協力して運営している。 

 青少年の健全育成に関わる社会教育団体の活動に対して支援を行っている。 

課題  青少年を取り巻く環境は日々変わっていくため、今後も継続的に青少年育成事業を行うととも

に、事業のあり方や支援についても検討していく必要がある。 

 児童生徒だけでなく、大人の規範意識の低下が青少年の非行問題につながっており、規範意

識醸成の取組が喫緊の課題となっている。今後も家庭への啓発チラシの配布や青色回転灯防

犯パトロール車による巡視活動、及び搭載スピーカーによる呼びかけなどの取組をしていく。 

 学校・家庭・地域が連携して青少年を支え育む体制作りや、青少年の地域活動への参加を

促進できるような機会を整えていく必要がある。 

市民生活の

目標像 
青少年が地域のなかでいきいきと学び、活動している 

取組方針  青少年の健全育成のために、学校、家庭、地域がそれぞれの役割を果たし、ともにその教育力

を活かしながら、市長部局と教育委員会部局が共に策定した教育大綱に基づき、相互に連携

して、教育の充実や地域活性化に向けた取組体制を推進していく。 

 青少年が主体的に活動し、「生きる力」を育むことができるよう、地域社会で支援を行う体制の

強化を図る。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 教育委員会事務局 

施策番号 ３－6 施策名 歴史文化の保全と活用 主担当課 文化財課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向  過疎化・少子高齢化などを背景に、文化財の滅失

や散逸等の防止が緊急の課題となっている。地域に

おける文化財の計画的な保存・活用の促進や、地

方文化財保護行政の推進力の強化を図り、未指

定を含めた文化財をまちづくりに活かしつつ、地域社

会総がかりで、その継承に取り組んでいくことが求め

られている。 

文化財保護法及び地方教育行政の

組織及び運営に関する法律の一部を

改正する法律（平成 30年 6月 1日

公布、平成 31年 4月 1日施行） 

県の動向  地域の文化財を含む歴史文化資源の保存・修理・

活用に対する支援や、歴史文化を継承する担い手

となる人材の育成、情報発信力の強化などが検討

されている。 

奈良県文化振興大綱の策定（平成

29年 3月） 

市の動向  市内の貴重な歴史文化遺産に対する市民の理解

と地域に対する「誇り」の醸成・継承を図り、歴史文

化を活かしたまちづくりを目指している。 

桜井市歴史文化基本構想の策定

（平成 27年 3月） 

現状  桜井市文化財保護審議会において、市内の文化財の指定や保存活用について検討してい

る。 

 桜井市纒向遺跡保存管理・整備活用計画策定委員会において史跡纒向遺跡の保存や活

用の方針を検討し、保存活用計画に基づき纒向遺跡の整備事業を推進している。 

 桜井市纒向学研究センターの活動や、(公財)桜井市文化財協会への支援を通じ、市内の文

化財に関する調査・研究成果等の情報発信を行い、市民の文化財に対する理解の向上に努

めている。 

 東京フォーラムやヤマト地域連携推進協議会による他市町村との連携事業により、首都圏や

他地域に対する市内の歴史文化遺産の情報発信を行っている。 

 市が所有する遺跡・古墳等の維持管理を地元区と連携して行い、地域住民が文化財に親し

みを持ち、保存・継承に対し理解を深められるよう努めている。 

課題  過疎化・少子高齢化により文化財の保存・継承が年々難しくなっており、文化財の維持・管理

の面において所有者の負担が増大している。 

 市内に数多く存在する文化財の現状を的確に把握し、自然災害や火災・盗難等から文化財

を守るための取組を充実させる必要がある。 

 出土遺物や写真等の調査記録が年々増加しており、保存管理のための収蔵スペースが不足

している。 

 文化的景観の保全を通じて、市内の歴史文化資源を活かしたまちづくりの方針を展開する必

要がある。 

市民生活の

目標像 
文化財等が、適切に保存され、歴史を学ぶ市民の財産として活用されている 

取組方針  文化財の保存・活用は、市民とともに考えることであり、まちづくりや地域の活性化に寄与するも

のであることから、市民がどのように整備・活用をしたいか等を積極的に聞きながら、市民が接し

やすいような環境を整える。 

 市内各所で眠っている文化財の調査に取り組み、市内の重要遺跡の史跡指定・公有化を進

めるとともに、纒向遺跡をはじめとする史跡の保存・活用を年次計画的に推進し、遺跡の整備

や出土遺物の保存を行い後世に伝えていく。 

 「飛鳥・藤原」の世界文化遺産への登録を推進することで、市内の歴史文化遺産の情報を広

く発信し、文化財の保全と活用を図る。 
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 市民とともに考えながら、桜井市の持つ「国のまほろば」という側面を活用したストーリー性のある

情報発信など、豊富な歴史文化遺産を活かして市の魅力創造と市民の郷土愛を醸成する。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 市民生活部 

施策番号 ３－7 施策名 人権文化の確立 主担当課 人権施策課 

関連組織 商工振興課、学校教育課、社会福祉課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 差別に対する個別法など、法的整備を進めている。  

「不当な差別的取扱いの禁止」や「合理的配慮の

提供」を定め、それらを実施する際の支援措置も

規定している。 

障害者差別解消法（平成 28 年 4 月

1日施行） 

本邦外出身者に対する不当な差別的言動の解

消に向けた取組を推進するため、相談体制の整

備・教育の充実・啓発活動などを実施している。 

ヘイトスピーチ解消法（平成28年6月

3日施行） 

部落差別の解消に向けた取組を推進するため、相

談体制の整備・教育の充実・啓発活動などを実

施している。 

部落差別解消推進法（平成28年12

月 16日施行） 

県の動向 国に追随して、個別条例制定を進めている。  

障害のある人もない人もお互いにかけがえのない個

人として尊重し合いながら、安心して幸せに暮らす

ことができる社会を目指している。 

奈良県障害のある人もない人もともに暮

らしやすい社会づくり条例（平成 28 年

4月 1日施行） 

手話が言語であるとの認識に基づき、ろう者とろう

者以外の者が共生することのできる地域社会の実

現を目指している。 

奈良県手話言語条例（平成 29 年 4

月 1日施行） 

部落差別の解消を推進し、部落差別のない社会

の実現を目指している。 

奈良県部落差別の解消の推進に関する

条例（平成 31年 3月 22日施行） 

市の動向 国や県に追随して、個別条例制定を進めている。  

市民の人権擁護・人権の確立と市民参加による

差別のない明るいまちづくりの実現を目指してい

る。 

桜井市人権擁護に関する条例（平成

6年 10 月 1日施行） 

これまでの人権施策の成果と課題を踏まえ、今後

の中・長期的な人権施策の推進指針として計画

を策定している。 

桜井市人権施策に関する基本計画

（平成 22年 10月策定） 

手話がろう者にとって言語であるという認識のもと、

手話の理解の広がりを市民が実現できるまちづくり

を目指している。 

桜井市こころつながる手話言語条例

（平成 30年 4月 1日施行） 

現状  人権に関わる講演会を実施している。 

 パネル展示や駅前での啓発活動を行っている。 

 ふれあいセンターでの人権フェスティバルや各種講座を実施している。 

課題  市の人権の中心である各校区人権教育推進協議会の研修会や人権講演会の参加者は増

加傾向にあるが、高齢者が多いので、若年層が自ら参加したいと思えるような研修が必要であ

る。 

 人権三法が施行され、周知されているが、今なお差別は存在する。 

 情報化の進展に伴って差別の状況にも変化が生じている。 

市民生活の

目標像 
人権を尊重し、一人ひとりの立場や価値観を認め合って生活している 

取組方針  地域社会や学校などあらゆる教育の機会を通して人権教育を進め、桜井市人権教育推進協
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議会や各小学校区人権教育推進協議会の強化を図り、若年層が自ら参加したいと思えるよ

うな研修内容の充実に努めるとともに、広報紙等による啓発や「差別をなくす市民集会」等、各

種啓発機会の充実を図り、市民一人ひとりの人権が尊重される「人にやさしいふれあいのまち」

を目指す。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 市民生活部 

施策番号 ３－8 施策名 多文化共生の推進 主担当課 人権施策課 

関連組織 行政経営課、観光まちづくり課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 法整備により日本社会に長期間、生活の本拠を持ち

ながら日本国籍を有しない定住外国人を受け入れて

いる。 

出入国管理及び難民認定法 

県の動向 人権教育を具体的に推進するための内容について示

し、外国人との共生についても進めている。 

奈良県人権教育推進プラン 

市の動向 国籍や民族などの異なる人々が互いの文化的違いを

認め合い、対等な関係を築きながら、地域社会の構

成員として共に生きていくことを目標にしている。 

桜井市多文化共生推進指針 

現状  外国籍市民や外国人観光客が少しずつではあるが増加傾向にある。 

 市の教育方針に沿って国際理解を深め、国際協調に努める人間の育成を図ることを目標に、

情報や学習機会の提供に努めている。 

 市の生活全般に関係した「生活手帳」を日本語版と英語版で作成し、ホームページに掲載して

いる。 

課題  外国人が市の施策や日本における生活の様々な制度について情報を得たり、理解するのが難

しい。 

 防災や多発する災害において、多言語化して情報提供することが難しいので、外国人は理解

しにくい。 

 市民の異文化理解を一層促進する必要性がある。 

 外国人が生活する上で、必要な情報の取得や生活上の悩みを気軽に相談できる人間関係が

あり、外国人の現状を把握し、互いに尊重しあえることができる地域づくりが必要である。 

 外国人を排除しようとするなど、今なお外国人に対するさまざまな偏見が見られ、差別が根強く

存在している。 

 これらの課題の克服に向けた市職員や市民向けの研修を実施する。 

市民生活の

目標像 
多様な交流が行われ相互理解がなされた中で市民が暮らしている 

取組方針  友好都市などの他地域との交流や、地域の諸団体と連携した国際交流などを通じ、より多くの

市民が国内外の様々な文化への理解を深められるよう支援する。 

 国際交流団体や諸団体と連携して国際理解を深めるとともに、パンフレットや看板の多言語化

を進めることで、異なる文化を持って暮らし、訪れる外国人が、精神的な負担を感じることなく暮

らせるよう支援していく。 
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分野：３．様々な人々が共存するまち 【教育・生涯学習・交流】 

 担当部 市民生活部 

施策番号 ３－9 施策名 男女共同参画の推進 主担当課 人権施策課 

関連組織 商工振興課、学校教育課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 男女が自らの意志に基づき、個性と能力が発揮できる

多様な社会を実現するための具体的取組として、以

下が挙げられている。 

 女性活躍推進や、その促進のため男性中心型労

働を変革し、男女が共に充実した生活を送れる豊

かな社会の推進を掲げている。 

 男女共同参画の視点からの防災・復興対策のノウ

ハウや、女性に対する暴力の根絶など、男女の人権

が尊重され尊厳を持って生きることができる社会の

推進を掲げている。 

 国際的な規範・基準の尊重に努め、国際社会にお

ける国の存在感及び評価の向上を掲げている。 

 SDGs の目標5 の達成に向けた取組として、「女性

の活躍推進のための開発戦略」を行っている。 

男女共同参画社会基本法 

（平成 11年 6月 23日施行） 

第 4次男女共同参画計画 

（平成27年12月25日閣議決定） 

県の動向 男女とも経済的な自立と働き方の見直しにより仕事と

生活の調和が推進され、男性の家事・育児・介護の

参画により、女性の社会参画を促進し、充実した生

活の推進を目指している。 

女性の能力、視点が活かされることで、多様で新たな

価値や需要が創出され、地域・経済が活性化すること

を掲げている。 

男女の人権の尊重及びライフステージごとの施策の充

実を図っている。 

第 3次奈良県男女共同参画計画 

（平成 28年 3月策定） 

市の動向 平成 27 年に第 2 次さくらい男女共同参画プラン 21

を策定し、男女共同参画を促進している。 

国、県の動向や桜井市の地域の実情を踏まえた事業

に取り組んでいる。 

第 2次さくらい男女共同参画プラン 21 

（平成 27年 3月策定） 

現状  全ての人が暮らしやすく、個性と能力を発揮できる、男女共同参画社会の実現のため、啓発

活動、情報提供を行うとともに、学習機会を設けている。 

 「桜井市男女共同参画推進ネットワーク会議」と連携し、地域活動や団体活動を通して男女

共同参画を促進している。 

 女性相談や女性の就業支援を行っている。 

 「第 2 次さくらい男女共同参画プラン 21」の庁内の推進体制の整備を行っている。 

課題  市民の間には、依然として性別による固定的役割分担意識があり、一人ひとりの意識改革を

促すとともに、意識の浸透には継続的な啓発活動、情報提供、学習機会が必要である。 

 男女共同参画の実現は商工振興課・学校教育課などと連携し、学校や地域、職場、家庭な

ど日常の様々な場面で正しい知識を身につけ実践していく必要がある。 

 DV を含む女性相談や就業支援は、今後も県や各関係機関との連携を図りながら、相談体

制等の充実を図る必要がある。 

 「第2次さくらい男女共同参画プラン 21」の各課の施策の進捗状況を把握し、これまでの成果

や課題の検証が必要である。 
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市民生活の

目標像 
男女がともに認め合い助け合い、それぞれの能力を発揮し安全にいきいきと生活している 

取組方針  固定的な役割分担意識にとらわれることなく、誰もが自分の個性と能力を発揮するために、家

庭・学校・地域・職場などあらゆる分野を通じて、市民に男女共同参画の啓発活動・情報提

供を行う。 

 男女がともに仕事・家庭を両立し安心して生活できるよう環境づくりを推進する。 

 第 3次さくらい男女共同参画プラン策定に向け、施策評価を行っていく。 
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分野：４．環境共生のまち 【環境】 

 担当部 環境部 

施策番号 ４－１ 施策名 環境教育・活動の推進 主担当課 環境総務課 

関連組織 業務課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 平成 28 年に策定された「地球温暖化対策計画」で

は、令和12年度に平成25年度比で26％削減する

との中期目標について、各主体が取り組むべき対策や

国の施策を明らかにし、削減目標達成への道筋を付

けるとともに、長期的目標として令和 32 年までに

80％の温室効果ガスの排出削減を目指すこととして

いる。 

地球温暖化対策推進法 

（平成 28年 5月施行） 

第 5 次環境基本計画では、SDGs とパリ協定が採択

された平成27年を転換点と捉えており、SDGsの考え

方も活用して複数の課題を統合的に解決することが

重要であるとしている。 

第 5次環境基本計画 

（平成 30年 4月策定） 

平成 24 年に策定された「環境教育等促進法」では、

環境を軸とした成長を進めるうえで、環境保全活動や

行政・企業・民間団体等の協働として、学校教育にお

ける環境教育の充実や、環境行政への民間団体の

参加等が重要であるとしている。 

環境教育等促進法 

（平成 24年 10月策定） 

大和川水系における河川等を対象として、国土交通

省、奈良県、大阪府、流域市町村の住民、市民団

体と連携し、大和川の水質や水環境の現状の把握

及び水環境の再生に関する行動計画の策定、水質

異常の未然防止及び水質異常が発生した時の被害

の軽減並びに水環境の改善及び水質異常の防止の

ための流域内住民等への意識の向上を図ることを目

的としている。 

大和川水環境協議会 

大和川水環境改善計画 

（平成 28年 2月策定） 

県の動向 「地球温暖化対策実行計画（事務事業編）」で

は、令和 2 年度に平成 25年度比で、温室効果ガス

排出量を 16％以上削減することを目指している。 

第 4 次奈良県庁ストップ温暖化実行

計画（第4次）（平成28年3月策

定） 

廃棄物の適正処理の推進及び処理施設周辺におけ

る生活環境の改善を図るため、市町村が実施する産

業廃棄物最終処分場周辺の環境調査、環境整備、

不法投棄防止及び地域活動支援のための事業に要

する経費について、補助金を交付している。 

奈良県地域環境対策支援事業 

（平成 24年 4月施行） 

大和川水系における河川等を対象として、国土交通

省、奈良県、大阪府、流域市町村と住民、市民団体

と連携し、大和川の水質や水環境の現状の把握及び

水環境の再生に関する行動計画の策定や、水質異

常の未然防止とともに、水質異常が発生した時の被

害の軽減並びに、水環境の改善及び水質異常の防

止のための流域内住民等への意識の向上を図ることと

している。 

大和川水環境協議会 

大和川水環境改善計画 

（平成 28年 2月策定） 

市の動向 令和4年度に、温室効果ガス排出量を、平成 28年 第 2 次桜井市地球温暖化対策実行
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度比で 3％削減することを目指している。 

環境フェア、リサイクルフェアを開催し、市民に環境保全

の普及啓発を行う。 

計画（平成 30年 3月策定） 

第 2次桜井市環境基本計画 

（平成 29年 3月策定） 

毎年 9月と 3月に行われる大和川流域のボランティア

清掃の支援（ボランティア袋の手配、当日回収）を

行っている。 

大和川水環境協議会 事業計画 

（平成 28年 2月策定） 

現状  「第2次桜井市地球温暖化対策実行計画」では、平成28年度比で令和4年度までに3％

の削減を目標としている。 

 3R や環境保全の啓発のため、環境フェア、リサイクルフェアを開催している。 

 水資源である降水量は、地球温暖化等による異常気象により、少雨や多雨の変動が大きくな

っている。 

 毎年行われる 9 月の粟原川河川清掃と 3 月の大和川一斉清掃の際に、ごみの回収等の支

援を実施している。 

課題  市の事務事業で発生する温室効果ガス排出量は、グリーンパークの灯油の使用量が大部分を

占めており、変動が大きいことから、今後の対応方針を検討する必要がある。 

 環境フェアなどの啓発イベントを開催しているが、横ばいとなっている参加人数を増やすために

も、既存の展示や啓発方法にとらわれず、新しい環境問題を分かりやすく伝える工夫が必要で

ある。 

 水資源については、地球温暖化等による異常気象によりゲリラ豪雨が頻発する一方で、梅雨

時でも雨が降らないことや、暖冬による降雪量の低下など、1 年の中でも雨の降り方の変動差

が大きくなり、全体としては利水の安定性が低下している。 

 ボランティア清掃におけるごみの回収等の支援体制を強化する必要がある。 

 環境美化や環境保全（水資源、森林環境）について、分かりやすく興味を持ってもらえるよう

に啓発の仕方やツールの活用についての工夫が必要である。 

市民生活の

目標像 
市民一人ひとりが環境保全や環境美化に取り組む 

取組方針  「第2次桜井市地球温暖化対策実行計画」の進捗管理を行い、温室効果ガスの削減に努め

る。 

 環境フェア、リサイクルフェアを開催し、市民に環境保全の普及啓発を行う。 

 ボランティア清掃の参加者を増やすため、市ホームページ等で啓発を行う。 

 環境美化や環境保全（水資源、森林環境）の啓発を市ホームページ等で行う。 
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分野：４．環境共生のまち 【環境】 

 担当部 環境部 

施策番号 ４－２ 施策名 循環型社会の創出 主担当課 環境総務課 

関連組織 業務課、施設課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 平成27年に採択された SDGs推進のため、持続可

能な社会づくりとの統合的な取組として、①地域循環

共生圏形成による地域活性化、②ライフサイクル全

体での徹底的な資源循環・適正処理の推進と環境

再生、③災害廃棄物処理体制の構築、④適正な国

際資源循環体制の構築と循環産業の海外展開など

に取り組んでいる。 

第4次循環型社会形成推進基本計画 

（平成 30年 6月策定） 

 個別物品の特性に応じて、容器包装リサイクル法や

家電リサイクル法等が制定され、3R の更なる推進に

取り組んでいる。 

各種リサイクル法 

県の動向 3R の更なる推進を通じて、奈良の歴史文化遺産、

豊かな自然を守るための取組を進め、「ごみゼロ奈良

県」の実現を目指している。また、「きれいに暮らす奈

良県スタイル」の構築に向けて、県民一人ひとりが

日々の暮らしの中で資源やエネルギーを大切にする

「環境に配慮したライフスタイル」の促進を図っている。 

さらに、県と市町村の連携・協働（奈良モデル）によ

る取組としてごみ処理の広域化を推進している。 

奈良県廃棄物処理計画（第 4次） 

（平成 30年 3月策定） 

市の動向 桜井市の豊かな自然と歴史と安全な暮らしを守るた

め、市・市民・事業者・滞在者等主体別の役割を設

定し、ごみ減量化・3R 活動の推進・再生可能エネル

ギーの活用検討など、地球にやさしい行動の実践を

推進している。 

第 2次桜井市環境基本計画 

（平成 29年 3月策定） 

 持続可能な資源循環型社会の形成に向けて、3Rの

推進、ごみの再資源化の推進、環境への負荷の低

減、環境教育の充実、市民・事業者・行政の協働、

安全なごみ処理に取り組んでいる。 

桜井市一般廃棄物（ごみ）処理基本

計画 

（平成 19年 3月策定） 

現状  人口減少とともにごみの量は減少傾向にあるがリサイクル率は横ばいとなっている。 

 平成 27 年度より「使用済み小型家電リサイクル」、平成 28 年度より「危険ごみ」の分別方法

を追加した。 

 平成30年度で住宅用太陽光発電システム設置奨励金を終了した。 

 ごみ処理施設（グリーンパーク）は環境保全委員会のチェックの元、概ね順調に稼動してい

る。 

 旧焼却施設の解体工事を完了した。 

 ごみ処理施設の老朽化に伴い、修繕費、管理費が増加している。 

課題  更なる分別の徹底や 3R の推進について、日常生活の中で持続的に取組が進められるように、

市民・事業者・滞在者に対して周知、啓発が必要である。 

 エネルギーのリサイクルについては具体的な取組ができていない。 

 太陽光エネルギーだけでなく、様々な自然エネルギーの活用が必要である。 

 ごみ処理施設のあり方について、広域化も含め幅広く方向性を検討することが必要である。 

市民生活の 市・市民・事業者・滞在者が協働し、廃棄物やエネルギーなどの資源が無駄なく活用されている 
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目標像 

取組方針  分別収集についての啓発を徹底するとともに、効率的で適正な収集運搬体制を整え、市民・

事業者・滞在者の負担軽減を図りながら、日常生活の中で 3R の実践と環境保全についての

意識が高まるよう啓発を行う。 

 再生可能エネルギー等の推進について、まず行政において地球温暖化防止に関する活動に率

先して取り組む。 

 地域における再生可能エネルギーの活用について、常に最新の情報の入手に努め、市民との情

報共有と活用支援に取り組む。 

 持続可能で効率的なごみ処理とリサイクル体制構築のため、ごみ処理の広域化も含め最善の

方法を検討する。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

 担当部 都市建設部 

施策番号 ５－１ 施策名 土地利用の最適化 主担当課 都市計画課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 持続可能なまちづくりを進める上では、都市機能の集約

による効果的・効率的な生活サービスの提供や、一定エ

リアでの人口密度の維持、拠点間をつなぐ公共交通ネッ

トワークが重要となっており、このような背景の中、「都市

再生特別措置法」が改正・施行され、「立地適正化計

画制度」が創設された。この制度は、都市計画法を中心

とした従来の土地利用の計画に加えて、居住機能や都

市機能の誘導により、行政・住民・民間事業者が一体と

なって“集約型都市構造”に向けた取組を推進する計画

として活用できるものである。 

都市再生特別措置法改正・立地適正

化計画制度の創設（平成 26 年 8

月） 

平成 3 年改正後に生産緑地地区に定められた農地等

については、令和 4 年を境に都市計画決定後 30 年を

経過するものが約8割と大多数を占めており、こうした多く

の生産緑地が急激に宅地化されるおそれがあり、都市環

境に著しい影響を与えることが懸念されている。このため、

30 年経過後においても都市計画により確実に保全され

るよう、「特定生産緑地制度」を創設し、30年経過時点

から10年ごとに買取りの申出をすることができる始期を延

長する。 

都市農業振興基本計画（平成 28 年

5月 13 日閣議決定） 

生産緑地法の改正（平成 29年 5月 

） 

県の動向 地域の中心となる拠点における都市機能の集約や低未

利用地の活用、各地区の特色や地域資源を活かした取

組等を進めることにより、賑わいのある住みよいまちづくりを

進めていく必要がある。奈良県は、こうした考えのもと、広

域的な視点から、地域創生に資する、駅、病院、社寺、

公園などの拠点を中心としたまちづくりを進め、その特色に

応じた機能の充実・強化を図るとともに拠点間相互の連

携を強化させることによって、県全体としての総合力を発

揮する都市形成を目指している。 

県と市町村とのまちづくりに関する連携協

定 

市の動向 人口減少・少子高齢化が進展しても、一定のエリアにお

いて人口密度を維持することにより、日常サービスや地域

コミュニティが持続的に確保されるよう、居住機能や都市

機能の誘導に向けた考え方や、地域間の連携を強化す

る地域公共交通等の都市交通体系の方針等を示すこと

を目的に、桜井市立地適正化計画を策定した。 

桜井市立地適正化計画（平成 30 年

3月） 

中山間地域において、生活サービスや地域活動を歩いて

動ける範囲でつなぎ、各地域を予約型乗合タクシーやコ

ミュニティバスなどの公共交通で結び、中山間地域の再

生を目指す「小さな拠点」の形成に向けて取組を進めて

いる。 

桜井市まち・ひと・しごと創生総合戦略

（平成 27年 10月） 

現状  桜井市では、クルマ社会の進展に伴い、郊外部への人口の流出や、商業施設等の日常生活サ

ービス施設が分散傾向にある。 

 桜井市立地適正化計画を策定し、人口減少・少子高齢化が進展しても、一定のエリアにおいて
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人口密度を維持することにより、日常生活サービスや地域コミュニティが持続的に確保されるよう、

居住機能や都市機能の誘導に向けた考え方や、地域間の連携を強化する地域公共交通体系

の方針等を示している。 

 都市農地の位置づけを、「宅地化すべきもの」から都市に「あるべきもの」へと転換した国の政策に

沿って、新たに創設された「特定生産緑地」制度を農家に周知し都市農地の保全に努めている。 

課題  今後、人口減少・少子高齢化の進展が見込まれる中、中心市街地の空洞化や、これに伴う地

域の魅力・活力の低下が懸念されている。 

 人口の急激な減少や高齢化を背景として、高齢者や子育て世代にとって、安心できる健康で快

適な生活環境を実現することが求められている。 

 効率的・効果的な行財政運営を行うために立地適正化計画に基づく集約型・地域連結型のコ

ンパクトシティの実現を目指し、都市機能の誘導や居住の誘導に向けた施策・事業を行うことが

課題である。 

 都市農家に対して都市農地の重要性を認識してもらい、都市農地を保全していく必要がある。 

市民生活の

目標像 
時代にあった適正な土地利用がなされ、暮らしの環境も自然環境も良好に保たれている 

取組方針  中心市街地の求心力を高めるための複合機能の誘導を目指す。 

 地域資源を生かしつつ、日常生活の利便性を享受できる質の高い居住環境の構築を目指す。 

 「特定生産緑地」制度を活用し、都市農地の保全を目指す。 

 地域コミュニティの維持・活性化に向けた集落・自然・歴史が調和したまちの形成を目指す。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

 担当部 都市建設部 

施策番号 ５－２ 施策名 交通基盤整備の促進 主担当課 土木課 

関連組織 都市計画課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 道路構造物の予防保全・老朽化対策の観点も踏

まえた点検を含む維持・修繕を実施している。 

道路メンテナンスの点検結果を踏まえ、早期措置が

必要な施設の対策内容を盛り込んだインフラ長寿

命化修繕計画（個別施設計画・行動計画）の策

定を、計画的に行い修繕を実施している。 

道路法（平成26年 6月改正） 

県の動向 省令・告示に基づく定期点検、個別施設計画ごと

の長寿命化修繕計画を策定し、計画に基づく修

繕・更新・撤去を実施している。 

安全・快適でわかりやすい自転車利用ネットワークを

構築するとともに、自転車の利用しやすい環境を創

出することとしている。 

道路法（平成26年 6月改正） 

奈良県自転車利用促進計画 

市の動向 バリアフリー基本構想、橋梁長寿命化修繕計画、ト

ンネル長寿命化修繕計画の実施計画に基づき計

画的に交通基盤整備を実施することとしている。 

バリアフリー基本構想(平成 30 年 3

月） 

橋梁長寿命化修繕計画(令和 2 年 3

月) 

トンネル長寿命化修繕計画(平成 31

年 3月) 

現状  市内の全橋梁 414 橋の近接目視による定期点検が完了し、点検結果に基づき橋梁長寿

命化修繕計画を新たに策定した。また 2巡目の橋梁定期点検を順次実施している。 

 トンネル長寿命化修繕計画の策定が完了した。次回の点検までに、計画的にトンネルの修

繕を実施予定である。 

 歩行空間の確保等の通学路における交通安全対策として、点検結果を踏まえ計画的に修

繕を実施している。 

 桜井市の道路構造に関する条例は、令和 2 年度以降に自転車道に係る内容を改正予定

である。 

 バリアフリー基本構想に基づき、整備すべき内容を明確化した道路特定事業計画を策定し

た。 

課題  道路等の老朽化が進んでおり、舗装・道路構造物の補修等が必要である。 

 橋梁・トンネルは長寿命化修繕計画に基づいて5年に1回の頻度で点検を行っている。点検

結果がⅢ判定の物については次回点検までに補修工事を行うことが原則となっている。 

 通学路の安全対策は、通学路の合同点検で指摘された危険個所について早急に改善する

必要がある。 

 地域住民の高齢化により、自治会の日常的な点検・整備・維持・美化清掃等が困難になり

つつある。 

 道路特定事業計画に基づき、歩行者にとって安心・快適な環境整備を進める必要がある。 

市民生活

の目標像 
道路の環境整備が行き届いており、利用者がどんな状況においても移動に問題がない 

取組方針  あらゆる市民が、その居住地・年齢・障害の有無に関わらず、普段の生活や産業活動におい

て安全かつ安心して移動できることが大切である。そのために、既存の道路を最大限に有効

活用できるよう、橋梁・トンネルの長寿命化や道路の維持補修を進めるとともに、歩道のバリア
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フリー化などを進める。さらに、緊急性や有効性を十分に検討し優先順位を明確化した上で、

新たな道路整備事業にも取り組む。 

 道路の日常的な点検・整備・維持・美化清掃等、きめ細かな道路管理については市民の協

力と合意が不可欠である。自治会等の地域コミュニティと連携した取組の体制と仕組みを充

実させる。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

 担当部 市長公室 

施策番号 ５－３ 施策名 市内の移動の円滑化 
主担当

課 
行政経営課 

関連組織 都市計画課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 交通政策基本計画において、交通関係施策の 3 つ

の基本方針として、「豊かな国民生活に資する使い

やすい交通の実現」「成長と繁栄の基盤となる国際・

地域間の旅客交通・物流ネットワークの構築」「持続

可能で安心・安全な交通に向けた基盤づくり」を位

置付けている。 

交通政策基本法の制定（平成 25 年

12月 4日公布・施行） 

交通政策基本計画（平成 27年 2月

13日閣議決定） 

これまでの「地域公共交通総合連携計画」に加え、

コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携や、

面的な公共交通ネットワークの再構築を位置づけた

網形成計画や、再編に向けた具体の実施計画であ

る再編実施計画の策定が可能となった。 

地域公共交通の活性化及び再生に関

する法律の一部を改正する法律（平成

26年5月21日公布、同年11月20

日施行） 

地域公共交通に関して、AI などの新技術・サービス

の進展を踏まえた地域の取組を促進するための計

画・支援制度のあり方が検討されている。 

戦略成長フォローアップの閣議決定（令

和元年 6月 21日） 

県の動向 「奈良県公共交通基本計画」においては、移動ニー

ズに応じた交通サービスの実現や、まちづくり・保健・

医療・福祉・教育・観光・産業等の分野との連携が

掲げられている。 

奈良県公共交通基本計画の策定（平

成 28年 3月） 

「奈良県地域公共交通網形成計画」においては、エ

リアごとに「公共交通とまちづくりのデッサン」をまとめて

おり、桜井市を含むエリアにおいては、方向性として

観光地への誘客が位置づけられている。 

奈良県地域公共交通網形成計画

（平成28年3月策定、平成29年8

月改定） 

平成 25 年 2 月に、知事・市町村長・交通事業者

の代表者等で構成される奈良県地域公共交通改

善協議会を設置し、移動ニーズに応じた交通サービ

ス実現に向けた各種の取組を行っている。 

奈良県地域公共交通改善協議会設

置要綱（平成25年 2月） 

市の動向 平成 21 年 2 月に「桜井市地域公共交通活性化

再生協議会」を設立し、公共交通に係る多様な課

題を協議している。また、「桜井市地域公共交通総

合連携計画」や「桜井市公共交通運行実施計画」

を策定し、持続可能な公共交通網の構築のための

取組を進めている。 

第2次桜井市地域公共交通総合連携

計画（平成 26年 3月策定） 

平成 27 年度桜井市公共交通運行実

施計画（平成26年 9月） 

平成 30 年 7 月に近畿運輸局との間で「地域連携

サポートプラン」協定を締結し、桜井市の公共交通の

維持・改善と諸課題の解決に、近畿運輸局と連携

して取り組んでいる。 

地域連携サポートプラン（平成 30年 7

月） 

現状  桜井市地域公共交通活性化再生協議会での協議に基づき、市内各地域でのコミュニティバ

スとデマンドタクシーの運行を実施している。 

 広域路線バスの運行についても、奈良県地域公共交通改善協議会での協議・調整により実

施している。 
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課題  市内公共交通の利用者数の減少に伴い、市の財政負担が増大していることから、持続可能

な公共交通網構築のための施策を行う必要がある。 

 今後は、運転免許証を返納する高齢者の増加が見込まれることから、公共交通の利用を促

すような取組が求められる。 

 市民や市外からの来訪者にとって、公共交通の認知度が低い。 

市民生活の

目標像 

利用状況や地勢を考慮した最適な公共交通網を整備することで、誰もが手軽に安心して公共

交通を利用できる 

取組方針  地域の実情に応じて、コミュニティバスやデマンドタクシー等の公共交通網を再改編することによ

り、持続可能な公共交通の実現を図る。 

 市民に対しては生活交通として、また、来訪者に対しては観光施設等へのアクセス手段とし

て、公共交通の利便性を高めるとともに、公共交通の利用促進を図るための啓発活動にも取

り組む。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

 担当部 都市建設部 

施策番号 ５－４ 施策名 住環境・空き家対策の推進 主担当課 営繕課 

関連組織 市民協働課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 国土交通省は、少子高齢化・人口減少社会を正面か

ら受け止めた、新たな住宅政策の方向性を提示するも

のとして、「若年・子育て世代や高齢者が安心して暮ら

すことができる住生活の実現」、「既存住宅の流通と空き

家の利活用を促進し、住宅ストック活用型市場への転

換を加速」、「住生活を支え、強い経済を実現する担い

手としての住生活産業の活性化」をポイントとする新たな

住生活基本計画を閣議決定した。 

住生活基本計画（平成 28 年 3 月 18

日閣議決定） 

西日本を中心に甚大な被害をもたらす可能性がある南

海トラフ巨大地震の発生が危ぶまれる中、地震による人

的・経済的被害の軽減を図るため、住宅・建築物の耐

震化が急務であるとしている。 

建築物の耐震改修の推進に関する法律

（耐震改修促進法）（平成 25 年 11

月 25日改正） 

適切な管理が行われていない空き家等が地域住民の生

活環境に深刻な影響を及ぼしていることを受けて、議員

立法により、「空家等対策の推進に関する特別措置法」

が制定・施行された。 

空家等対策の推進に関する特別措置法

（平成 27年 5月完全施行） 

県の動向 まちづくりに前向きでアイデアや熱意のある市町村におい

て、その方針が県の方針と合致するプロジェクトについて

は県と市町村でまちづくり連携協定を締結し、協働でプ

ロジェクトを実施している。 

県営住宅の建て替えにあたっては、市や町と連携し、地

域のまちづくりの計画と整合性を図ることとしている。 

建て替えにより生じる余剰地については、市や町と調整

し、高齢者や子育て支援施設の導入等、地域の暮らし

に必要な機能の整備の検討を行うこととしている。 

奈良県住生活基本計画（平成 29 年 3

月改定） 

奈良県住生活ビジョン（平成29年12月

改定） 

南海トラフ巨大地震を含め、奈良県内の活断層である

奈良盆地東縁断層帯及び中央構造線断層帯による

地震が発生した場合、甚大な被害をもたらす可能性が

あるため、地震から人的・経済的被害の軽減を図るため

の住宅・建築物の耐震化が急務であるとしている。 

奈良県耐震改修促進計画（平成 28 年

3月改定） 

奈良県住生活基本計画において、空き家の増加への対

応は住まい・まちづくりにかかる課題とされている。 

奈良県住生活基本計画（平成 29 年 3

月改定） 

空家等対策の推進に関する特別措置法に規定する都

道府県による援助として、奈良県空き家対策連絡会議

を設置し、情報提供や市町村相互間の連絡調整を行

っている。 

奈良県空き家対策連絡会議の設置（平

成 28年 11月設置） 

市の動向 更新期を迎えつつある老朽化した公営住宅ストックの効

率的かつ円滑な更新を図っている。 

桜井市公営住宅等長寿命化計画（平成

28年 2月改定） 
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奈良県及び桜井市が、連携・協力しながら地域住民の

住環境の維持保全及び向上に取り組むことで、地域の

持続的な発展と活性化を図っている。 

桜井市近鉄大福駅周辺地区のまちづくり

に関する基本協定書（平成 27 年 7 月

31日締結） 

国及び県の動向を踏まえ、桜井市内の公有建築物及

び住宅の耐震化を計画的に推進している。 

桜井市耐震改修促進計画（平成 28 年

3月改定） 

桜井市空家等対策協議会と協議のうえ、桜井市空家

等対策計画を策定し、空き家対策の施策を実施してい

る。 

桜井市空家等対策計画（平成 29 年 3

月策定） 

現状  令和 2年 3月 31 日現在、市営住宅 472 戸、改良住宅 180戸を管理している。当面の 10年

を計画期間として策定した桜井市公営住宅等長寿命化計画に基づき、ライフサイクルコスト

（LCC）を削減してまちづくりに資すべく、地区ごとに基本計画を策定する方向性を決定している。 

 桜井市耐震改修促進計画に基づき、住宅・建築物の耐震化を促進するための施策を実施してい

る。 

 桜井市大福地域まちづくり協議会を設立して、「高齢者や子育て世代が地域に活き活きと住み続け

られる多世代居住のまちづくり」の実現に向けた検討及び取組を行っている。 

 桜井市空家等対策協議会の意見を踏まえながら、桜井市空家等対策計画に基づく空き家対策の

施策を実施している。 

課題  公営住宅長寿命化計画については、財政負担を低減するための PFI 等の事業手法、財源の確保

等について引き続き十分に検討する必要がある。また、まちづくり計画、立地適正化計画等関連する

計画と十分に整合性を取っていく必要がある。 

 既存木造住宅耐震診断、既存木造住宅耐震改修については、低調な傾向となっているが、今後も

引き続き耐震事業の重要性を市民に訴えていく必要がある。 

 近鉄大福駅周辺地区まちづくりの基本協定に掲げる取組を具体化させるため、地域の特性や課題

の確認及び当事者によるマネジメント意識の醸成を更に進めて基本計画を取りまとめ、個別の事業

を推進していく必要がある。 

 適切な管理が行われていない空家等が、地域住民の生活環境に悪影響を及ぼしている。 

市民生活の

目標像 
市民はそれぞれの暮らしに必要な住環境のもと、安心して快適に生活している 

取組方針  公営住宅入居者や公共施設利用者が安全かつ安心に利用できるよう、建築物の耐震化や、子育

て世代、高齢者や障害者に配慮した快適な施設空間の整備を進める。 

 市民が自ら良好な居住空間の維持管理に取り組めるよう、市民意識の啓発や情報提供の充実を

図りつつ、市街地における既存住宅ストックの有効活用なども含め、多様な世代の暮らしを支えるた

めの支援策を調査研究する。 

 所有者等による空き家等の適切な維持管理を促進するとともに、空き家等の利活用による地域活

力の維持・増進に取り組む。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

 担当部 都市建設部 

施策番号 ５－５ 施策名 景観の保全と活用 主担当課 都市計画課 

関連組織 商工振興課、観光まちづくり課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 高度経済成長が進む中、景観形成の取組は後手と

なりがちであり、各地で景観の乱れが進行している。

先進的な地方自治体では自主的な景観条例の制

定等を通じて取組に努めるも、法律の後ろ盾がなく強

制力に限界があった。他方、国民の間に、環境問題

や生活の豊かさへの関心の高まりと併せ、景観形成に

対する意識が向上している。住民や NPO 等が地域

の景観形成に参画する事例が増加する一方で、景

観に関する訴訟も増加している。 

結果として法規に基づく景観ルールが必要であり平成

16年に景観法が制定された。 

景観法（平成16年制定） 

重点施策の方向性として、景観法や歴史まちづくり法

等を活用し、地域の特性にふさわしい良好な景観を

形成するとされた。また、重点施策の達成状況を測

定するための代表的な指標（KPI）として、景観計

画に基づき取組を進める地域の数（市区町村数）

を【平成 26 年度 458 団体 → 平成 32 年度約

700団体】とされた。 

第 4 次社会資本整備総合計画（平

成 27年 9月 18日閣議決定） 

主要な観光地（原則として全都道府県・全国の半

数の市区町村）において景観計画の策定を促進し

ている。 

観光立国推進基本計画（平成 29

年 3月 28日閣議決定） 

主要な観光地における景観計画や歴史的風致維持

計画の策定を促進し、国内外の観光客にとって魅力

ある観光地づくりを推進することとしている。 

観光ビジョン実現プログラム2019（令

和元年 6 月観光立国推進閣僚会

議） 

県の動向 世界に誇る歴史文化遺産や、それらと一体をなす歴

史的風土と豊かな自然環境を保全するとともに、生

活舞台としての良好な都市景観を創出するため、奈

良県景観条例を制定し、景観法に基づく奈良県景

観計画を策定した。 

奈良県景観条例（平成 21 年 3 月

27日） 

奈良県景観計画（平成 21 年 5

月） 

規制とは別に、景観を創造していくための各種制度を

創設している。 

奈良県景観住民協定（平成 21 年

8月 31 日） 

奈良県景観サポーター（平成24年7

月 11日） 

奈良県景観資産（平成 24 年 3

月） 

市の動向 平成 24 年に桜井市景観計画を策定し、景観行政

団体へ移行し奈良県より権限委譲を受けた。 

桜井市景観計画（平成 24 年 10

月） 

桜井市景観条例（平成 24 年 3

月） 

桜井市景観条例規則（平成 24 年

3月） 
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桜井市景観計画で重点景観形成区域に指定してい

る、大神神社参道地区、三輪地区、本町通地区に

ついて景観ガイドラインを制定した。長谷寺門前町周

辺地区においては、景観ガイドライン（案）を作成し

た。 

三輪・大神神社参道地区景観ガイド

ライン（平成 31年 1月） 

桜井駅周辺・本町通地区景観ガイド

ライン（平成 31年 1月） 

桜井駅南口地区、三輪・大神神社参道地区、長谷

寺門前町周辺地区において、市民・事業者・行政が

協働して景観を活かしたまちづくりに取り組み始めた。 

桜井市街なみ環境整備補助金交付

要綱制定(平成 30年 11月） 

現状  桜井市景観計画、景観ガイドラインを HP で公開、窓口で配布し市民に良好な景観に対す

る理解を促進している。また、届出義務のある行為については届出を通じて、現にある良好な

景観の保全に努めている。 

 補助金を活用し市民が積極的に景観を守る取組を進めている。 

 景観ガイドラインに即した公共施設を整備し、地域の景観づくりの先導的役割を果たすよう取

り組んでいる。 

課題  景観ガイドラインに示されている景観づくりの取組状況など景観に関する情報を明確に伝える

ことが課題となっている。 

 補助金を活用した修景事業等、市民が積極的に景観を守る取組を促進させることが課題と

なっている。 

市民生活の

目標像 
市民は自分のまちの良さを自覚しており、良好な景観が守られている 

取組方針  良好な景観は、地域の自然、歴史、文化等と人々の生活、経済活動等の調和によって育ま

れることから、市民自らが主体的に景観づくりに取り組めるよう、景観に関する啓発・知識の普

及、及び情報の提供を通じて地域のまちづくり活動を促進するとともに、公共事業においては

地域の景観づくりの先導的役割を果たすよう取り組む。 

 現にある景観の保全と併せ、新たに良好な景観の創出を図り、観光その他の地域間の交流

の魅力を高める。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

 担当部 都市建設部 

施策番号 ５－６ 施策名 都市環境の向上 主担当課 都市計画課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律（バリアフリー法）」において、都市公園

についても対象となり、特に必要公園施設として、

12 施設が定められ、新設時・改築時等に都市公

園移動等円滑化基準への適合義務等が課せられ

ることとなった。 

高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律（バリアフリー法） 

（平成 18年 12月 20日施行） 

都市公園の管理は、都市公園の維持及び修繕に

関する技術的基準に適合するよう行うこととなってお

り、遊具等については 1年に 1回の点検を行い、遊

具以外については利用状況等を勘案して適切な時

期に公園の巡視を行い、清掃等の公園の機能維

持のための措置を講ずること等を定めている。 

民間資金を活用し、公園整備、管理にかかる財政

負担を軽減しながら、公園の利便性、快適性、安

全性を高め、公園利用者向けサービスの充実を図

るため、公募設置管理制度（Park-PFI）が創設

された。また、事業者の長期的事業運営を確保し、

より多くの民間参入を促進するため、PFI 事業により

公園施設を整備する場合の設置管理許可期間が

PFI 事業の契約に合わせて延伸された。 

都市公園法 

（平成 29年 4月 28日改正） 

県の動向 障害者、高齢者その他日常生活又は社会生活に

身体の機能上の制限を受ける者をはじめとするすべ

ての県民にとって安全で快適な生活環境の整備を

推進し、もって県民の福祉の増進に資することを目

的に条例を定めた。 

奈良県住みよい福祉のまちづくり条例 

（平成 8年 4月 1日施行） 

市の動向 粟殿地区の中心にある桜井中央児童公園は、遊

具が少ないため子供にとって魅力が薄いことや、活

用していない池跡が危険であること、トイレの老朽化

等の問題を抱えており、改修整備することにより、子

どもを安心して遊ばせることの出来る空間の創出を

図ることとしている。 

桜井市中和幹線粟殿近隣周辺地区ま

ちづくり基本計画（平成 27 年 11 月

20日） 

桜井中央児童公園再整備事業に関す

る個別協定（平成30年9月10日） 

桜井市における都市づくりの方針の中で、「自然的

環境の保全・形成の方針」が示されており、その中

で、公園緑地等の整備充実や住民参加・地域ボラ

ンティアとの連携などに言及している。 

桜井市都市計画マスタープラン 

（平成 23年 4月） 

現状  市民一人当たりの公園面積は3.64㎡/人で、近隣都市と比較しても低い水準となっており、

日常的なレクリエーション施設の水準は、社会のニーズに対して不十分な状況である。 

 鳥見山緑地公園の整備については、平成 30 年度より園路の保護工事に着手しており、今

後も継続して事業を実施する。 

 桜井中央児童公園の再整備については、基本計画時のアンケートやボランティア団体の意見

を踏まえ、平成30年度に実施設計業務を完了し、それを基に、令和元年度より 4 ヵ年で実
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施する。 

 公園管理については、予算の範囲内で最大限の適正管理に努めており、予算の不足する範

囲については、都市計画課職員にて、草刈・樹木剪定・公園定期点検等を実施している。ま

た、アダプトプログラムの活用によりボランティア参加者数は増加している。 

課題  公園管理については、市民や地域ボランティア団体等が積極的に参加できる仕組みを整える

とともに、多くの参加を促す仕組みの充実が課題である。 

 公園内の高木管理については、必要最低限の対応となっているが、強風等により倒木の恐れ

がある枯木や成長しすぎた支障木等の対応も含め、市民のニーズも年々増加傾向にある。ま

た、緊急を要する遊戯施設については修繕対応のみとしており、更新は見送っている。 

 休止中の桜井公園整備事業及び市内都市公園バリアフリー対策事業は、現在着手中であ

る、鳥見山緑地公園整備事業及び桜井中央児童公園再整備事業の進捗状況により、検

討を行う必要がある。 

市民生活

の目標像 
日常的にみどりとふれあい、屋外で余暇を楽しんでいる 

取組方針  高齢者がさらに多くなるこれからの時代に、身近な憩いの場の充実を図るために、地域の歴史

や自然資源を活かしながら、健康増進機能の充実やユニバーサルデザイン化を推進するなど

して、誰もが安全に安心して、そして気軽に利用できる公園緑地の整備を進める。 

 公園緑地に対する新たなニーズ、多様化するニーズに応えるために、アンケートやアダプトプログ

ラム等を活用した市民との協働による効果的な整備や適正で効率的な管理を進める。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 

  担当部 上下水道部 

施策番号 ５－７ 施策名 上水道の安定経営 主担当課 経営総務課 

関連組織 上水道課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 わが国の水道は 97.9％の普及率を達成し拡張整

備の時代から既存の水道の基盤を強化していく時

代となっていることから、水道法の改正を行い所要の

措置を講ずることとしている。 

改正ポイント 

・広域連携の推進 

・適切な資産管理の推進 

・官民連携の推進 

水道法の一部を改正する法律 

（平成 30年法律第 92号） 

県の動向 県内の中小規模水道事業の経営基盤の長期的な

安定を図ることを目的として、県内 28 市町村水道

事業と県営水道を統合する方針となっている。 

県域水道一体化構想 

（平成 29年 10月） 

市の動向 県が提唱する「県域水道一体化構想」に基づく県

域水道事業一体化の協議に参加し、統合に関す

る条件整備のすり合わせ協議を進めて行く方針とな

っている。 

水道事業経営戦略 

（平成 29年 2月） 

配水管路更新計画 

（平成 29年 3月） 

現状  人口減少・大口使用者の減少、節水意識の向上による水需要の減少により給水収益が

年々落ち込んでいる。 

 施設の老朽化・耐震化対応による投資費用が増大している。 

 職員の減少・ベテラン職員の退職により、技術力が低下している。 

 老朽化した管路により折損事故が発生する可能性が高まっている。 

 水道未普及地域への対策を検討中である。 

課題  人口減少が進む中、給水収益が減少するものの、維持管理費用や更新に係る投資費用は

増大しており、料金値上げや広域化以外に有効な解決手段がない。 

 技術職員の減少により技術の継承が困難となっている。 

 老朽管路の対策として「配水管路更新計画」に基づく更新工事を実施しているが、計画どお

り更新が進んでいない。 

 水道未普及地域への対策が必要である。 

市民生活

の目標像 
将来に渡って、いつでも、安全でおいしい水が飲める 

取組方針  奈良県 28 市町村水道事業と県営水道を統合し一体化することで経営基盤の強化を目指

すため、各部会において協議を進める。 

 管路更新及び耐震化を含めた施設の整備や、アセットマネジメントの視点で、施設の重要度

を判断し、適切な維持更新計画のもと施設の長寿命化を図る。 

 適正な財政計画のもとで効率的な運営を進め、将来にわたる安定経営を目指す。 

 水道未普及地域への対策として、上水道以外の給水方法について検討を進める。 
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分野：５．心豊かに暮らせるまち 【都市】 
  担当部 上下水道部 

施策番号 ５－８ 施策名 生活排水の適正な処理 主担当課 下水道課 

関連組織 環境総務課、施設課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 わが国の汚水処理人口普及率は 90.9％と高い普

及率を達成しているが、人口減少時代の到来と下

水道職員の減少（人）、下水道施設の老朽化

（モノ）、低い経費回収率（カネ）により今後さら

に厳しい経営となる見込みである。これらに対応する

ため国は都道府県構想策定マニュアルにより、各都

道府県に持続可能な汚水処理システムの構築を

目指す指針を示すよう指示している。 

都道府県構想策定マニュアル 

（国土交通省・農林水産省・環境

省） 

（平成 26年 1月） 

県の動向 国の指針を受けて「奈良県汚水処理構想」を策定

し、県内の汚水処理施設の整備は 10 年での概

成、20 年の範囲で持続的な汚水処理システムの

構築を目指す計画を示している。 

奈良県汚水処理構想 

（平成 28年 6月） 

市の動向 国、県の動向を受けて、費用対効果を勘案し、下

水道整備を推進する地域と、合併浄化槽整備を

推進する地域を選定し、事業を進めて行く方針であ

る。 

一定数存在する汲み取り、単独浄化槽に対応する

ため、し尿処理場の運営を図って行く方針である。 

桜井市汚水処理施設整備構想 

（平成 28年 3月） 

現状  下水道・合併浄化槽の普及を進めているが、普及率が伸び悩んでいる。 

 人口減少、低接続率のため使用料収益が伸びない。 

 下水道施設の老朽化が進行している。 

課題  未だ下水道未普及地域があるが、未普及の解消に期間を要する。 

 下水道（集合処理）と合併浄化槽（個別処理）のいずれの方式が費用対効果の面で有

利であるか判断が必要である。 

 今後、管路の老朽化が進むことが予想され、点検・更新費用の増加が見込まれる。 

 下水道への接続率の向上が必要である。 

市民生活

の目標像 

市民一人ひとりの心がけと適切な排水処理のおかげで、水質汚濁が防止され、市民は衛生的

な生活を送っている 

取組方針  健全な水循環を守るために、下水道（集合処理）と合併浄化槽（個別処理）の普及を

図り、公共用水域の水質の浄化、生活排水対策を進める。 

 生活排水処理の重要性について積極的な啓発を行い、下水道接続率の向上を図り、行

政・市民・事業所が協力して水環境の保全に取り組む。 

 下水道（集合処理）と合併浄化槽（個別処理）のいずれの方式が費用対効果の面で有

利であるか判断し、処理区域の見直しを行う。 
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分野：６．安全・安心に暮らせるまち 【安全・安心】 

 担当部 都市建設部 

施策番号 ６－１ 施策名 災害対策の充実 主担当課 土木課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 国民の生命・財産を守る防災・減災の一層の重要性

を踏まえ、国土強靭化基本計画を見直し、地方公共

団体や民間事業者に積極的に国土強靭化の取組を

促している。 

国土強靭化基本計画(平成 26 年 6

月閣議決定) 

県の動向 浸水対策や内水対策、河川改修工事を実施し災害

対策を実施している。 

国土強靭化地域計画を策定している。 

奈良県ホームページ 

大和川水系河川整備計画(平成 25

年 11月策定) 

奈良県国土強靭化地域計画 

市の動向 台風やゲリラ豪雨等による浸水常襲地域の浸水被害

解消のため、水路幅員やバイパス水路工事を実施し

ている。 

令和2年度中での国土強靭化地域計画の策定を予

定している。 

 

現状  洪水土砂災害ハザードマップの更新を行った。 

 桜井貯留施設の建設に向け自治会と協力して地元地権者と折衝を行っている。 

課題  集中豪雨等により市街地において浸水する箇所があり、水路の抜本的な改修や雨水貯留施

設の整備が必要であるが、工事施工に際し用地買収が必要となっている。 

 山間部においては、土砂災害が頻発しており、通行障害やライフラインの確保が困難になる事

態が懸念される。 

 水路等の老朽化が進んでおり水路構造物の補修等が必要である。 

 高齢化により自治会の日常的な点検・整備・維持・美化清掃等が困難になりつつある。 

市民生活の

目標像 
市民は、自然災害による影響が少なく快適で安心な環境で暮らしている 

取組方針  従来から市の課題である平野部での浸水被害や山間地での土砂災害に対し、国・県とも連携

をとりながら河川・水路の改修や砂防などの対策を講じる。 

 それらの対策について市民との合意が十分に得られるよう「洪水土砂災害ハザードマップ」等を

活用して、災害対策についての市民との認識共有を図る。 

 限られた財源のもとで、「人命を守る」ことを最優先課題として各種対策の緊急性を評価し、優

先度を明確化した上で施設整備等に努める。 

 自治会等の地域コミュニティを通して、市民と連携しながら日常的に道路・水路の点検・整備・

機能の維持に努め、常に防災施設の機能を最大限に発揮できる状態を維持する。 
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分野：６．安全・安心に暮らせるまち 【安全・安心】 

 担当部 危機管理監 

施策番号 ６－２ 施策名 防災体制の充実 主担当課 危機管理課 

関連組織 庁舎建設室 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 消防庁、中央防災会議を中心として、平成 28 年

4 月の熊本地震等の大規模災害の特徴や課題を

踏まえ、被害想定のあり方、被害軽減のための対

策、今後の防災対策等について検討し、災害対策

基本法等の関係法令や、防災基本計画、各種ガ

イドライン等の制定・改正等を進めている。 

災害対策基本法 

水防法 

土砂災害防止法 

防災基本計画（令和元年 5 月 31

日） 

南海トラフ地震防災対策推進基本計画

（令和元年 5月 31日） 

庁舎の耐震化が未実施の市町村においては、発災

時に業務継続に支障が生じるおそれがあることから、

これらの庁舎の建替えを緊急に実施するため、「市

町村役場機能緊急保全事業（平成 29 年 1

月）」を創設した。 

平成 29～31年度地方債計画 

県の動向 平成28年4月の熊本地震の課題等を踏まえ、奈

良県地域防災計画の修正を行い、受援体制の整

備、広域防災拠点の整備、第 2 災害対策本部の

設置検討、自主防災組織の強化、通信体制の整

備、避難所環境と運営の向上、災害廃棄物への

対応等について明記した。 

奈良県地域防災計画（平成 30 年 3

月 26日施行） 

市の動向 奈良県と基本協定を締結し、桜井市中心部で、ま

ちづくりの基盤となる取組を推進するため「桜井市中

和幹線粟殿近隣（医療・福祉・防災の新拠点施

設）周辺地区まちづくり基本計画」を策定した。 

桜井市中和幹線粟殿近隣（医療・福

祉・防災の新拠点施設）周辺地区まち

づくり基本計画 

奈良県地域防災計画修正の趣旨を踏まえ、令和

元年度中に桜井市地域防災計画を抜本的に見直

し、さらなる防災体制の強化を図る。 

桜井市地域防災計画 

新庁舎整備の基本的な考え方を整理し、新庁舎

建設の方針を示すものとして、「桜井市新庁舎建設

基本計画」を策定した。 

新庁舎は、災害時の拠点として、大地震に対しても

主要機能が維持され、震災直後から補修すること

なく継続使用ができることを目指して免震構造とし、

防災拠点としての災害対策本部機能、災害時に

庁舎機能を維持するための自家発電設備などのバ

ックアップ機能を整備することとしている。 

桜井市新庁舎建設基本計画 

現状  近年、公助の限界が指摘されている一方で、自助・共助の重要性が増している。 

 本庁舎は昭和42年に完成し、平成29年に築50年を迎え、建物や設備の老朽化や耐震

安全性の不足などの様々な問題を抱えている。 

課題  地域における自助・共助の取組状況に依然として格差があるため、全ての地域において、自

助・共助の取組促進が望まれる。 

 災害時の拠点となるべき庁舎の安全性や機能性の確保が急務であり、市民の安全・安心を
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確保するとともに市民の利便性を向上させ、まちづくりの拠点として、新庁舎を建設することが

望まれる。 

市民生活

の目標像 

自然災害や人為的災害に対する施設や情報、活動体制が充実し、市民が安心して暮らしてい

る 

取組方針  災害による人的災害、経済被害を軽減し、市民の安全安心を確保するため、避難所運営訓

練などを通じ、公助はもとより、市民一人ひとりが自発的に行う防災活動である自助や、地区

内の居住者が連携して行う公助の取組促進を図る。 

 市民が適切に安全確保行動を起こせるよう、様々な周知の機会を捉え、「自らの命は自ら守

る」意識の徹底を図るとともに、市民が避難関連情報を積極的に取得できるための整備を促

進する。 

 避難所における感染症対策のため、指定避難所の環境整備を進めるとともに、分散型避難の

啓発を行って、感染症など、避難時の 2次的な災害リスク軽減を図る。 
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分野：６．安全・安心に暮らせるまち 【安全・安心】 

 担当部 危機管理監 

施策番号 ６－３ 施策名 交通安全対策の推進 主担当課 危機管理課 

関連組織 土木課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 交通対策基本法に基づき、昭和46年度以降10次

にわたる交通安全基本計画を策定し、国、地方、民

間団体が一体となって、交通安全対策を実施してい

る。 

現在は、第 10 次交通安全基本計画に基づき、「人

優先」の交通安全思想の浸透を図っている。 

交通対策基本法 

(昭和 45年法律第 110号) 

第 10次交通安全基本計画 

（平成 28年度から令和 2年度） 

県の動向 交通死亡事故死者数を、25 人を目途に限りなくゼロ

に近づける等の数値目標を掲げた「第 10 次奈良県

交通安全基本計画」等の計画に基づき、「人優先」の

交通安全思想の浸透を図っている。更に、自転車利

用者の自転車保険の加入義務化等を定めた「奈良

県自転車の安全で適正な利用の促進に関する条例」

を公布し、自転車事故の防止と被害者保護を図って

いる。 

第 10次奈良県交通安全基本計画 

（平成 28年度から令和 2年度） 

安全・安心のための奈良県基本計画 

（平成 29年 4月） 

奈良県自転車の安全で適正な利用の

促進に関する条例（令和元年 10

月） 

市の動向 桜井交通安全母の会等の交通安全関係団体に補

助金や負担金を交付し、これら団体が実施する交通

安全教室、街頭啓発活動を通じて交通安全思想の

普及に取り組んでいる。また、「桜井市自転車等の放

置防止に関する条例」に基づき、放置自転車を撤去

し、良好な交通環境の確保、交通事故の防止に取り

組んでいる。 

桜井市交通安全教育啓発事業補助

金交付要綱 （平成 17年 4月） 

桜井市自転車等の放置防止に関する

条例（平成 9年 4月） 

桜井市自転車等の放置防止に関する

条例施行規則（平成 9年 4月） 

現状  交通安全関係団体、警察と共に交通安全運動での啓発や交通安全教室を実施しているが、

未だ飲酒運転等の悪質な交通事故が発生している。 

 高齢化の進展に伴い、高齢者による自動車加害事故が増加している。 

 自転車運転者の交通ルール無視によって多くの自転車事故が発生している。 

課題  ｢飲酒運転を絶対にしない、させない｣という社会意識の更なる浸透が必要である。 

 高齢運転者の安全対策が必要である。 

 奈良県自転車条例の周知とともに、安全で適正な利用の促進が必要である。 

市民生活の

目標像 
交通事故防止の取組が充実し、市民が安全に生活している 

取組方針  飲酒運転による交通事故等が引き起こす悲惨さを、交通安全教室や啓発活動で確実に伝え

る。 

 奈良県自転車条例の周知・啓発を推進し、安全で適正な自転車の利用促進を図る。 

 放置自転車禁止区域における直接指導や、標識やミニ横断幕の設置など多様な手法を工夫

し、安全な歩行環境を維持する。 

 高齢運転者に身体能力や行動能力の衰えを自覚させ、運転免許証の自主返納、安全装備

付の車両への乗り換えを促す。 
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分野：６．安全・安心に暮らせるまち 【安全・安心】 

 担当部 危機管理監 

施策番号 ６－４ 施策名 防犯体制の充実 主担当課 危機管理課 

関連組織 市民協働課 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 ｢世界一安全な国、日本｣の復活を目指し、全閣僚を

構成員とする犯罪対策閣僚会議を開催し、関係推

進本部及び関係行政機関の緊密な連携を確保する

とともに、有効適切な対策を総合的かつ積極的に推

進している。 

犯罪対策閣僚会議（平成15年9月

5日～） 

県の動向 治安を社会のインフラと捉え、子供、女性、高齢者等

社会的弱者を守る観点から 7 つの方向性、20 の推

進項目を掲げ、体系的・継続的な治安基盤の整備に

取り組んでいる。 

奈良県安全で安心して暮らせるまちづく

りの推進に関する条例 

安全・安心のための奈良県基本計画 

（平成 29年 4月） 

市の動向 防犯関係団体に負担金を交付し、これら団体及び警

察と協力の上、防犯啓発活動、防犯教室等を行い、

市民の防犯意識の高揚と自主的な安全活動の推進

を図り、安全で住みよい地域社会の実現に取り組んで

いる。 

桜井市生活安全の推進に関する条例 

桜井市暴力団排除条例 

平成 15 年から防犯灯、平成 28 年から防犯カメラの

設置に関し、要綱を定め、防犯カメラ等の普及を促進

している。 

防犯灯設置要綱（平成15年 7月1

日） 

桜井市防犯カメラ設置補助金交付要

綱（平成28年 3月 9日） 

現状  桜井市における刑法犯認知件数は年々減少しているが、一方で、特殊詐欺などの非面前型

の犯罪が発生している。 

 夜間での犯罪抑止対策として、自治会の要請に基づいて、防犯灯の設置を行っている。 

 自主防犯活動を支援するため、平成 28 年度より、自治会等が防犯カメラを設置する際、補

助金を交付している。 

課題  核家族化の進展に伴い、独居高齢世帯が増加する中、子や孫を思う気持ちを利用した特殊

詐欺等非面前型の犯罪に対処するため、家族の連絡や地域住民間の連携を強めていく必要

がある。 

 防犯カメラ、防犯灯のより効果的な設置が必要である。 

市民生活の

目標像 
犯罪が無く、子どもから大人まで安心して生活できる 

取組方針  特殊詐欺等の非面前型の犯罪に対応するため、今まで以上に家族の絆、地域の連帯を育め

るような防犯活動を推進する。 

 警察及び自治会等と連携の上、夜間や人目の少ない場所での防犯のための環境整備の充

実を図り、犯罪の未然防止に努める。 
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分野：６．安全・安心に暮らせるまち 【安全・安心】 

 担当部 危機管理監 

施策番号 ６－５ 施策名 消防力の充実強化 主担当課 危機管理課 

関連組織 － 

分類 施策にかかる社会潮流 関連資料名（法律、条例、計画等） 

国の動向 国内で発生する大規模地震や台風等による局地的

な豪雨が各地で頻発し、住民の生命、身体及び財産

を災害から守る地域防災力の重要性が増大してい

る。また、南海トラフ巨大地震等の発生が予測されて

いる中で地域防災体制の確立が喫緊の課題となって

いる。 

消防団を中核とした地域防災力の充

実強化に関する法律（平成 25 年

12月 13日公布・施行） 

東日本大震災において、多数の消防団員が犠牲とな

ったことを踏まえ、安全確保のための装備を充実するこ

とや、双方向の情報伝達が可能な装備や救助活動

用資機材の充実も定められた。 

消防団の装備の基準の改正（平成

26年 2月 7日公布） 

県の動向 奈良県広域消防組合では、現在の財政負担区分を

改め、令和 3 年度に全体統合するため、組織運営体

制の再構築に向けた協議を進めている。 

 

市の動向 機能別消防団員制度の制定や任用における資格の

緩和（在勤、在学する者の入団）など、消防力の充

実強化に向けて消防団員の確保に努めている。 

桜井市消防団機能別消防団員の任

務、身分等に関する要綱の制定（平

成 28年 4月 1日施行） 

桜井市消防団員の定員、任免、服

務等に関する条例の一部改正（平

成 29年 4月 1日施行） 

現状  日常は火災を想定した訓練を行い、火災や水害など災害が発生すれば、適宜災害対応を

行う。 

 消防団本部と協議し、配備が必要な安全装備品や消防資機材を、計画的に調達してい

る。 

課題  少子高齢化や被用者の増加などにより、消防団員数が年々減少している。 

 耐用年数を迎える資機材の更新を行う必要がある。 

市民生活の

目標像 
消防力が充実強化され、市民が安心して暮らしている 

取組方針  地域における防災体制の強化のため、団員の確保に向けて取り組む。 

 消防団員の知識、技術向上のための教育訓練機会の提供を行う。 

 計画的な資機材の整備を行う。 

 平時から奈良県広域消防組合と意見交換などの連携を進める。 

 

 


